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	 ごあいさつ	

　皆さまには、日頃より格別のご愛顧お引き立てを賜わり、心から御礼申し上げます。
　このたび、当組合の現況（令和3年度第70期）をまとめましたので、ご理解を深めていただくための資料として、ご高覧賜わりたい
と存じます。
　大阪府医師信用組合は、組合員の医療活動並びに地域医療の発展・充実のためにお役に立てる金融機関をめざし、これまで
以上に経営の健全性と基盤強化に努めてまいりますので、一層のご支援とご指導のほど、心からお願い申し上げます。

令和4年7月
大阪府医師信用組合
理事長　上 辻　浩 夫

■昭和27年12月／大阪府医師会館内において開業
■昭和36年 2月／大阪市天王寺区清水谷町19番7号に本店移転
■昭和45年12月／堺出張所　堺市宿院町において開業
■昭和49年11月／大阪市天王寺区清水谷町20番9号に本店移転
■昭和52年11月／堺出張所　堺市甲斐町に移転

預金量100億円達成
■昭和59年 8月／預金業務・為替業務をオンライン化
■昭和61年 8月／融資業務をオンライン化
■平成元年 3月／組合員4,000人達成
■平成元年 9月／大阪市天王寺区清水谷町18番9号に本店移転
■平成 3年 1月／貸出金100億円達成
■平成 6年 4月／大阪市天王寺区清水谷町19番14号に本店

移転
■平成 8年 4月／預金量300億円達成
■平成 8年 8月／貸出金200億円達成
■平成14年 4月／預金量500億円達成
■平成15年 3月／組合員5,000人達成
■平成15年 5月／インターネットバンキングの取扱開始
■平成16年 3月／預金量600億円達成

貸出金300億円達成
■平成21年 1月／貸出金400億円達成
■平成23年 3月／預金量700億円達成
■平成27年 3月／組合員6,000人達成
■令和 3年 3月／預金量800億円達成
■令和 4年 3月／貸出金500億円達成

	 当組合のあゆみ（沿革）	 	 役員一覧（理事及び監事の氏名・役職名）	

理 事 長／上辻　浩夫

副理事長／巽　　壽一

専務理事／深見　達雄

常務理事／中尾　正俊

理　　事／武井　公雄

理　　事／飯田　　稔

理　　事／山片　重法

理　　事／四宮　眞男

理　　事／佐久間靖博

理　　事／上野　　豊

理　　事／中西　　忍

理　　事／増田　　博

理　　事／樋口　洋子

理　　事／西川　正治

理　　事／杉本　圭相

常勤理事／中山　　功

監　　事／北村　俊雄

監　　事／塩田　正明

常勤監事／中井　一夫

（令和4年6月30日現在）

	 事業の組織	
（令和4年6月30日現在）総代会

理事会

理事長
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事業概況及び金融経済環境
　当該事業年度における近畿地区の景気は、消費への新型コロナウイルス感染症の拡大の影響が見られているものの、まん延防止等重点措置が解
除されるもとで、全体として持ち直し基調にあります。先行きについては、新型コロナウイルス感染症や供給制約、原材料価格の上昇、地政学リスク
の動向等が、経済金融情勢に与える影響などを注視していく必要があります。こうした中、当組合は組合員の設備資金ニーズ等に積極的に対応し、
組合員への円滑な金融仲介機能を果たしております。
1．令和3年度重点施策
　イ．経営基盤強化に向けた諸施策への取組み
　　・新型コロナ禍後を踏まえた新たな業務推進策の検討と取組み実施
　　・組合員のニーズに対応する各種ローンの充実
　　・安定資金の確保
　　・関連団体との連携強化及び組合員のニーズを踏まえた各種ローンの企画・推進
　ロ．業務の効率化・事務の堅確化に向けた取組み強化
　　・事務手順の検証を通じた業務の効率化、事務の堅確化に向けた取組み
　　・業務、事務の効率化に向けたシステム対応策の検討・実施
　ハ．人材の育成強化
　　・能力開発規程に基づく自己啓発の啓蒙
　　・研修計画に基づく計画的な研修の実施
　二．経営管理態勢の強化
　　・ガバナンス強化に向けた取組み
　　・リスク管理態勢の整備・強化
2．業　　績
　預金積金
　組合員の先生方をはじめ、大阪府医師会、地区医師会、および関連諸団体等の預金協力を得て期末預金残高は85,379百万円（前期末比 5,141
百万円増）となり、過去最高を更新しました。
貸 出 金
　当期は、事業性資金の需要が堅調に推移した事、コロナ禍の制限・制約された生活などの反動から住宅ローンやオートローン等の消費性資金の
需要が旺盛であった事から、期末貸出金残高は50,778百万円（前期末比 1,449百万円増）となり、過去最高を更新しました。 
余資運用
　余裕資金運用方針に基づき預け金、有価証券等への運用を行いました。運用に当たり、リスク量、流動性を考慮し効率運用に努めました。
当期純利益
　本業の貸出金残高増加による貸出金利息の増収および有価証券等余資運用利息の増収により、経常利益は302百万円（前期比80百万円増）、当
期純利益は200百万円（前期比49百万円増）となりました。
自己資本比率
　自己資本額は、98億46百万円（前期比1億73百万円増）となり、自己資本比率は14.13％（前期比0.36％低下）となりました。

3．事業の展望及び信用組合の対処すべき課題
　少子化による人口減少と更なる高齢化社会における医療・介護分野の変革を認識し、将来にわたって継続して金融サービスを提供するための経
営基盤の強化と自己資本の充実に努めてまいります。このため、令和4年度におきましても、組合員の皆様方のご希望やご要望に応えるため、環境の
変化に対応した業務の効率化や人材の育成強化を進め、リスク管理態勢やコンプライアンス態勢の充実等、経営管理態勢の強化に向けて積極的に
取り組んでまいります。

	 令和3年度　事業の概況・経営環境	

	 事業方針	 	 トピックス	

■経営理念

　大阪府医師信用組合は、大阪府において医療・保健及びこれに
関連する事業を営む中小規模の事業者並びにその役員及び職員
を組合員とする業域協同組織金融機関であり、医師による医師の
ための信用組合として、地域医療の発展・充実と医療機関の経済
活動の促進に寄与することを経営理念としております。

■事業方針

　医療業界とともに歩む金融機関としての自覚を持ち、組合員の
ニーズに沿った金融仲介機能等の提供により、医療業界の発展と
組合員の暮らしに貢献します。

令和3年6月23日　 第69期通常総代会を大阪府医師会館において
開催し、上程された2議案原案通り承認可決さ
れました。

令和3年10月4日　 預金保険機構より預金保険法137条6項に基づ
く検査を受けました。

令和4年1月19日　 大阪府より公金取扱業務の検査を受けました。
令和4年1月20日　 天王寺税務署から検査官2名による税務調査を

受けました。

理事会　 当期間中に11回開催し、運営に関する重要事項を審議決
定いたしました。

常務会　 当期間中に46回開催し、運営に関する重要事項を審議決
定いたしました。

監事会　 当期間中に10回開催し、決算監査等重要事項の監査を行
いました。

	 店舗一覧表（事務所の名称・所在地）	 （自動機器設置状況）（令和4年7月現在） 地区一覧

店　　　　名 住　　　　　所 電　　話 CD・ATM
本 店 〒543－0011　大阪市天王寺区清水谷町19番14号 06－6762－7381 1台
堺 出 張 所 〒590－0953　堺市堺区甲斐町東3丁2番26号 072－221－6456 ―

大阪府下全域
・本　　店：大和川以北
・堺出張所：大和川以南
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■総代会の仕組みと機能

総代会は、組合員から選ばれた総代によって構成される信用組合の最高意思決定機関です。
組合員の中から組合員の代表として選出された総代が、総会に代わる総代会（原則、年1回開催）に出席して、信用組合の重要事項を決議します。
総代会は、毎年6月に通常総代会を開催し、必要に応じて臨時総代会を開催します。

■総代の役割

総代には、組合員の代表として総代会等において、組合員の総意を信用組合の経営に反映させる重要な役割があります。

■総代の選出方法、任期、定数

総代選挙規定に基づき、大阪府医師会の定める郡市区医師会別に総代定数を定め、各選挙区ごとに互選または推薦により選出されます。
総代の任期は、3年となっています。また、総代の定数は135人以上160人以内となっています。
選挙区別の定数は、選挙区の組合員数と総組合員数の按分比により算出しています。

■第70期通常総代会

令和4年6月29日（水）午後2時30分から第70期通常総代会を開催し、下記の事項について、原案のとおり承認可決されました。
　●報告事項
　　第70期事業報告、貸借対照表、損益計算書の件
　●議決事項
　　第1号議案　令和3年度（第70期）剰余金処分案承認の件
　　第2号議案　令和4年度（第71期）事業計画及び収支予算案承認の件
　　第3号議案　定款一部変更の件
　　第4号議案　理事任期満了につき選任の件
　　第5号議案　退任役員に対する退職慰労金贈呈の件

	 総代会について	

	 組合員数の推移	 （単位：人）

区　　　　分 令和2年度末 令和3年度末
個 人 5,381 5,347
法 人 1,024 1,054
合 計 6,405 6,401

総代会（最高意思決定機関）

組　　　　合　　　　員

組
合
員
の
意
見
集
約

組合経営の意思決定

大阪府医師信用組合

総　　代

総代選挙

出席 討議

選出

互選 推薦

出資・預金・融資など

	 総代会の仕組み(役割)	
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■選挙区別総代数（令和4年6月30日現在　総代数156名　敬称略・50音順）

	 総代会について	

選挙区 定　数 総　代 氏　　　名
旭 区 3名 3名 井口　和彦 北村　良夫 焦　　　昇
阿 倍 野 区 4名 4名 伊藤喜一郎 岡　　成樹 河島　祥彦 潮見　満雄
生 野 区 3名 3名 草野　孝文 谷本　吉造 綿谷　勝博
大 淀 1名 1名 篠原　良洋
北 区 4名 4名 田淵　義勝 波多野　泉 古林　光一 本出　　肇
此 花 区 1名 1名 板東　博志
城 東 区 3名 3名 勝田　吉重 西嶋　義彦 福田　吉彦
住 之 江 区 2名 2名 宮武　利行 芳野　裕明
住 吉 区 4名 4名 井谷　岩夫 市吉　　陽 平井　浩一 ＊＊　＊＊
大 正 区 1名 1名 樫原　秀一
鶴 見 区 2名 2名 米田　嘉次 藤村　成人
天 王 寺 区 4名 4名 伊原　義博 川村　成一 小林　正之 早石　　誠
浪 速 区 2名 2名 澤井　貞子 徳田　好勇
西 区 2名 2名 乾　　一郎 北川　久能
西 成 区 3名 3名 阪本　憲一 二木　理人 吉村　昌佳
西 淀 川 区 2名 2名 福田弥一郎 若杉　太郎
中 央 区 東 3名 3名 加納　敏男 倉田　陽一 柳生隆一郎
東 住 吉 区 3名 3名 北島　弘之 藤村　浩人 森　　能史
東 成 区 3名 3名 岩本　伸一 萩原　辰男 ＊＊　＊＊
東 淀 川 区 2名 2名 赤井　啓二 辻　　正純
平 野 区 3名 3名 井藤　尚之 上田　省三 金　　七龍
福 島 区 2名 2名 松下　正幸 森山　穂積
港 区 1名 1名 河村　禎人
中 央 区 南 2名 2名 小畠　昭重 松本　　淳
都 島 区 3名 3名 泉岡　利雄 柏井　　卓 矢木　泰弘
淀 川 区 3名 3名 石井　孝司 小川彦一郎 中川　浩彰
池 田 市 2名 2名 池上　隆彦 松原　謙二
泉 大 津 市 2名 2名 前田　邦雄 吉本　佳子
泉佐野泉南 3名 3名 石本喜和男 大野　　徹 里神　永一
和 泉 市 2名 1名 泉谷　　良
茨 木 市 2名 2名 大森　研史 篠永　安秀
大阪狭山市 3名 3名 芝元　啓治 砂川　　満 村本　大輔
貝 塚 市 1名 1名 ＊＊　＊＊
柏 原 市 1名 1名 藤江　　博
交 野 市 1名 1名 小菓　裕成
門 真 市 2名 2名 髙橋　英治 外山　　学
河 内 2名 2名 佐堀　彰彦 原　　孝彦
河内長野市 2名 2名 津田　耕平 中林　才治
岸 和 田 市 3名 3名 久禮三子雄 清水　智之 中山　堯之

堺 市 15名 13名
石橋　尚武 岡原　和弘 岡原　　猛 日下　高志 小林　久和 佐々木徳久
高田　直樹 高村　知諭 長　　　等 中村　健介 宮前　雅明 村田　省吾
森　　克己

吹 田 市 6名 6名 川西　克幸 相馬　　孝 津田　　緑 新居延高宏 林　　佳代 御前　　治
摂 津 市 1名 1名 河野　通一
高 石 市 1名 1名 矢田　克嗣
高 槻 市 5名 5名 稲田　泰之 木野　昌也 栗山　隆信 黒川　浩史 彦坂　　誠
大東四条畷 2名 2名 上川　敏晴 福田　益樹
豊 中 市 6名 6名 飯尾　雅彦 小川　佳伸 辻　　毅嗣 本間　太郎 前防　昭男 横井　葉子
富 田 林 2名 1名 中内　正海
寝 屋 川 市 3名 3名 青山さつき 伊与田賢也 香川　英生
羽 曳 野 市 2名 2名 倉岡　哲郎 調子　和則
枚 岡 2名 2名 津田　直樹 横内　　峻
枚 方 市 4名 4名 垣内　成泰 田邊　稔邦 藤本　良知 渡邉　一男
藤 井 寺 市 1名 1名 藤本　恭平
布 施 5名 5名 松山　浩吉 横山　　隆 ＊＊　＊＊ ＊＊　＊＊ ＊＊　＊＊
松 原 市 2名 2名 木下　裕介 妻谷　憲一
箕 面 市 2名 2名 石井　正治 中　　祐次
守 口 市 3名 3名 北西　　剛 博多　尚文 松本　浩司
八 尾 市 3名 3名 貴島　秀樹 武田　温裕 藤原　一朗
大阪府医師会 3名 3名 ＊＊　＊＊ ＊＊　＊＊ ＊＊　＊＊
合 計 160名 157名

(注)氏名開示の同意を得られていない総代に関しては「＊＊　＊＊」と表示しております。　
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財　務　諸　表
	 貸借対照表	 （単位：千円）

科 目 金　　　　額
（資産の部） 令和2年度 令和3年度

現 金 47,084 76,267

預 け 金 23,220,273 25,658,333

買 入 金 銭 債 権 5,305,065 5,010,748

金 銭 の 信 託 910,000 810,000

有 価 証 券 13,204,996 14,971,529

国 債 ― ―
地 方 債 ― ―
短 期 社 債 ― ―
社 債 10,198,240 12,480,030

株 式 100 100

そ の 他 の 証 券 3,006,656 2,491,399

貸 出 金 49,329,631 50,778,729

割 引 手 形 ― ―
手 形 貸 付 ― ―
証 書 貸 付 49,329,631 50,778,729

当 座 貸 越 ― ―
そ の 他 資 産 256,947 256,213

未 決 済 為 替 貸 200 850

全 信 組 連 出 資 金 181,600 181,600

前 払 費 用 ― ―
未 収 収 益 59,381 64,826

そ の 他 の 資 産 15,765 8,935

有 形 固 定 資 産 273,262 266,865

建 物 21,813 20,379

土 地 232,677 232,677

リ ー ス 資 産 ― ―
建 設 仮 勘 定 ― ―
その他の有形固定資産 18,771 13,809

無 形 固 定 資 産 47,972 46,079

ソ フ ト ウ ェ ア 8,705 6,813

その他の無形固定資産 39,266 39,266

繰 延 税 金 資 産 6,968 19,456

再評価に係る繰延税金資産 ― ―
債 務 保 証 見 返 ― ―
貸 倒 引 当 金 △194,593 △ 158,435

（うち個別貸倒引当金） （△38,365） ―

資 産 の 部 合 計 92,407,609 97,735,788

科 目 金　　　　額
（負債の部） 令和2年度 令和3年度

預 金 積 金 80,238,085 85,379,514

当 座 預 金 826,363 1,008,761

普 通 預 金 28,487,324 29,777,231

貯 蓄 預 金 0 0

通 知 預 金 ― ―
定 期 預 金 47,391,858 50,751,920

定 期 積 金 2,801,012 3,127,544

そ の 他 の 預 金 731,525 714,055

譲 渡 性 預 金 ― ―
借 用 金 2,000,000 2,000,000

借 入 金 2,000,000 2,000,000

そ の 他 負 債 207,191 239,807

未 決 済 為 替 借 830 3,800

未 払 費 用 16,338 8,374

給 付 補 塡 備 金 320 336

未 払 法 人 税 等 132,049 164,385

前 受 収 益 ― ―
払 戻 未 済 金 8,449 12,545

職 員 預 り 金 36,150 35,950

リ ー ス 債 務 ― ―
資 産 除 去 債 務 ― ―
そ の 他 の 負 債 13,053 14,413

賞 与 引 当 金 ― ―
役 員 賞 与 引 当 金 21,454 ―
退 職 給 付 引 当 金 72,690 78,768

役員退職慰労引当金 64,465 80,316

繰 延 税 金 負 債 ― ―
再評価に係る繰延税金負債 59,191 59,191

債 務 保 証 ― ―
負 債 の 部 合 計 82,663,077 87,837,597

（純資産の部）
出 資 金 369,786 358,401

普 通 出 資 金 369,786 358,401

利 益 剰 余 金 9,167,840 9,356,980

利 益 準 備 金 398,218 369,218

その他利益剰余金 8,769,622 8,987,761

特 別 積 立 金 8,518,000 8,687,000

当期未処分剰余金 251,622 300,761

組 合 員 勘 定 合 計 9,537,627 9,715,381

その他有価証券評価差額金 75,525 51,429

土地再評価差額金 131,379 131,379

評価・換算差額等合計 206,904 182,808

純 資 産 の 部 合 計 9,744,531 9,898,190

負債及び純資産の部合計 92,407,609 97,735,788
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貸借対照表の注記事項
1．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
なお、以下の注記については、表示単位未満を切り捨てて表示して
おります。
2．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法によ
る償却原価法（定額法）、その他有価証券のうち時価のあるものにつ
いては事業年度末の市場価格等に基づく時価法により行っており
ます。ただし、時価を把握することが極めて困難と認められるもの
については移動平均法による原価法又は償却原価法により行って
おります。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産
直入法により処理しております。
3．土地の再評価に関する法律（平成10年法律第34号）に基づき、事業用
の土地の再評価を行っております。なお、評価差額については、当該
評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として
負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」とし
て純資産に計上しております。
再評価を行った年月日	 平成11年3月31日
当該事業用土地の再評価前の帳簿価額	 	 42百万円
当該事業用土地の再評価後の帳簿価額	 232百万円
同法律第3条第3項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年政令第119号）第2
条第2号に定める路線価に基づいて算出
同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の決算期にお
ける時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合
計額との差額	 △27百万円

4．有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただし、平
成10年4月1日以後に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平
成28年4月1日以後に取得した建物附属設備及び構築物については
定額法）を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおりであ
ります。
建　物　　　8年～ 39年
その他　　　8年～ 20年

5．無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は定額法を採用して
おります。なお、自組合利用のソフトウェアについては、組合内にお
ける利用可能期間（5年）に基づいて償却しております。
6．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計
上しております。
「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金
の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会・銀行等監査特別委
員会報告第4号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当す
る債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間におけ
る各々の貸倒実績から算出した貸倒実積率等に基づき引当してお
ります。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担
保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その
残額のうち必要と認める額を計上しております。破綻先債権及び実
質破綻先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可
能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上し
ております。全ての債権は、資産の自己査定基準に基づき、融資課・
総務課が一次査定を実施、専務理事及び経営企画部が二次査定を行
い、監査室が検証を行っており、その査定結果により上記の引当を
行っております。
7．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末
における退職給付債務に基づき、必要額を計上しております。
なお、当組合は、複数事業主（信用組合等）により設立された企業年
金制度（総合型厚生年金基金）を採用しております。当該企業年金制
度に関する事項は次のとおりです。
（1）制度全体の積立状況に関する事項（令和2年3月31日現在）
年金資産の額	 238,577百万円
年金財政計算上の数理債務の額と
最低責任準備金の額との合計額	 229,590百万円
差引額	 8,987百万円

（2）	制度全体に占める当組合の掛金拠出割合（又は加入人数割合あ
るいは給与総額割合）
（令和2年4月分～令和3年3月分）　0．156%

（3）補足説明
上記（1）の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務
残高15,766百万円（及び別途積立金24,753百万円）である。本制
度における過去勤務債務の償却方法は期間12年の元利均等償却
であり、当組合は当期の計算書類上、特別掛金13百万円を費用処
理している。
なお、（特別掛金の額はあらかじめ定められた掛金率を掛金拠出
時の標準給与の額に乗じることで算定されるため、）上記（2）の
割合は当組合の実際の負担割合とは一致しない。

8．役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるた
め、役員に対する退職慰労金の支給見込額のうち、当事業年度末ま
でに発生していると認められる額を計上しております。

9．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は、個々の資産の
取得原価に算入しております。

10．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権
総額　　228百万円

11．有形固定資産の減価償却累計額　　159百万円
12．貸出金のうち、破綻先債権額、3ヶ月以上延滞債権額および貸出条件
緩和債権額はありません。

13．担保に提供している資産は、次のとおりであります。
担保提供している資産	 預け金	 3,735百万円
	 有価証券	 1,600百万円
担保資産に対応する債務	 借用金	 2,000百万円

14．出資1口当たりの純資産額は	13,808円82銭です。
15．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針
当組合は、預金業務、融資業務および市場運用業務などの金融業
務を行っております。このため、金利変動による不利な影響が生
じないように、ＡＬＭ委員会において資産及び負債の総合的管
理をしております。

（2）金融商品の内容及びリスク
当組合が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に
対する貸出金です。また、有価証券は債券中心の運用であり、そ
の他保有目的、満期保有目的で保有しております。これらは、そ
れぞれの発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格
の変動リスクに晒されております。一方、金融負債は主としてお
客様からの預金であり、流動性リスクに晒されております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスクの管理
当組合は、信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金につ
いて、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保
証や担保の設定、問題債権への対応など与信管理に関する体
制を整備し運営しております。これら与信管理は、融資課によ
り行われ、定期的に常務会や理事会を開催し、審議・報告を
行っております。有価証券の発行体の信用リスクに関しては、
総務課により信用情報や時価を定期的に把握する事により管
理しております。

②市場リスクの管理
（ⅰ）金利リスクの管理
当組合は、市場リスクに関する管理諸規程等に従い、期間別
に金融資産及び負債の金利リスクを総合的に把握・管理し、
随時常務会・理事会に報告しております。

（ⅱ）価格変動リスクの管理
余裕資金運用方針に基づき有価証券を含む市場運用商品を
保有しており、格付け、ロスカット基準を定めた市場リスク
管理規程、資金運用規程にもとづく継続的なモニタリング
を通じて、価格変動リスクの軽減を図っており、これらの情
報は、常務会・理事会に報告しております。

③資金調達に係る流動性リスクの管理
当組合は、ＡＬＭ委員会において、適時に資金管理を行うほ
か、支払準備額残高管理、資金調達手段の多様化、市場環境を
考慮した長短の調達バランスの調整などによって、流動性リ
スクを管理しております。
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（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格が
ない場合には合理的に算定された価額が含まれております。
当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているた
め、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあ
ります。

16．金融商品の時価等に関する事項
令和4年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額
は、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難
と認められる非上場株式等は、次表には含めておりません。
また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

（単位：百万円）
貸借対照表計上額 時　価 差　額

（1）預け金　 25,658 25,532 △125
（2）有価証券 14,971 14,970 △1
満期保有目的の債券 600 598 △1
その他有価証券 14,371 14,371 ―

（3）貸出金　 50,778 50,778 ―
貸倒引当金　（※1） △158 △158

50,620 50,620 ―
金融資産計 91,250 91,123 △126

（1）預金積金　 85,739 85,739 ―
（2）借用金 2,000 2,000 ―

金融負債計 87,739 87,739 ―
（※1）	貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除

しております。
（注1）金融商品の時価等の算定方法
金融資産
（1）預け金
満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似してい
ることから、当該帳簿価額を時価としております。満期のあ
る預け金については、帳簿価格を時価としており、うちコー
ラブル定期預け金は、取引金融機関から提示された参考時価
によっております。

（2）有価証券
債券は取引所の価格または参考売買統計値、各証券会社から
提示された参考時価によっております。

（3）貸出金
貸出金は、貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引
当金を控除する方法により算定しております。

金融負債
（1）預金積金
要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額
（帳簿簿価）を時価とみなしております。定期預金の時価は、
帳簿価額を時価としております。

（2）借用金
借用金については、帳簿価額を時価としております。

（注2）	時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次
のとおりであり、金融商品の時価情報には含まれておりません。

（単位：百万円）
区　　分 貸借対照表計上額

非上場株式（※1） 	 	 0
全信組連出資金 181
合　　計 181

（※1）	非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握すること
が極めて困難と認められることから時価開示の対象とはして
おりません。

17．有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりでありま
す。以下19まで同様であります。
（1）売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
（2）満期保有目的の債券

（単位：百万円）

区　　分 種　類 貸借対照表
計上額 時　価 差　額

時価が貸借対照表計上
額を超えないもの

その他 600 598 △1
小　計 600 598 △1

（注）1.		時価は当事業年度末における市場価格等に基づいておりま
す。

（3）	子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるものは
ありません。

（4）その他有価証券
（単位：百万円）

区　　分 種　類 貸借対照表
計上額 取得原価 差　　額

貸借対照表計上額が
取得原価を
超えるもの

株　式 0 0 ―
債　券 8,802 8,700 102
国　債 ― ― ―
地方債 ― ― ―
社　債 7,997 7,900 97
その他 804 800 4
小　計 8,802 8,700 102

貸借対照表計上額が
取得原価を
超えないもの

株　式 ― ― ―
債　券 5,568 5,600 △31
国　債 ― ― ―
地方債 ― ― ―
社　債 4,482 4,500 △17
その他 1,086 1,100 △13
小　計 5,568 5,600 △31

合　　計 14,371 14,300 71
（注）1.	時価は当事業年度末における市場価格等に基づいておりま

す。
18．当期中に売却した満期保有目的の債券及びその他の有価証券はあ
りません。なお、当期中に期限前償還したその他有価証券は以下の
通りです。
償還価額 償還益 償還損
300,180千円 180千円 ―

19．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の
期間毎の償還予定額は次の通りです。

（単位：百万円）
区　分 1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超
債　券 ― ― ― ―
国　債 ― ― ― ―
地方債 ― ― ― ―
社　債 1,202 7,245 3,430 601
その他 ― 1,992 	 298 200
合　計 1,202 9,238 3,728 801

20．金銭の信託の保有目的別の内訳は次の通りです。
（1）	売買目的と満期保有目的の金銭の信託の取り扱いはありませ

ん。
（2）その他の金銭の信託

（単位：百万円）
貸借対照表計上額 取得原価 差　額

810 810 ―
21．賃貸等不動産の状況に関する事項
当組合では、賃貸不動産として大阪市天王寺区清水谷町18-9の旧本
店建物を保有しております。

22．賃貸等不動産の時価に関する事項
貸借対照表計上額　　　時　価
　65百万円　　　　　　50百万円

（注）	当事業年度末の時価は、固定資産税評価額より算定しておりま
す。

23．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳は、それぞ
れ以下の通りです。
繰延税金資産
　　退職給与引当金限度額超過額	 22百万円
　　有形固定資産償却限度額超過額	 3百万円
　　役員退職慰労引当金	 22百万円
　　未払法人税	 △6百万円
繰延税金資産合計	 41百万円
繰延税金負債
　　その他有価証券評価差額金	 22百万円
繰延税金負債合計	 22百万円
繰延税金資産の純額	 19百万円
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財　務　諸　表

	 財務諸表の適正性及び内部監査の有効性	

　私は当組合の令和3年4月1日から令和4年3月31日までの第70
期の事業年度における貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計
算書（又は損失金処理計算書）の適正性、及び同書類作成に係る内
部監査の有効性を確認いたしました。

令和4年6月30日
大阪府医師信用組合

 理事長　上辻　浩夫

	 会計監査人による監査	

　当信用組合は、協同組合による金融事業に関する法律第5条の8第
3項に規定する「特定信用組合」には該当しません。

	 剰余金処分計算書	 （単位：千円）

科　　　　目 令和2年度 令和3年度
当期未処分剰余金 251,622 300,761

当 期 純 利 益 150,743 200,252

繰越金（当期首残高） 100,878 100,509

利益準備金取崩額 29,000 11,000

剰 余 金 処 分 額 280,622 311,761

利 益 準 備 金 ― ―
普通出資に対する配当金 11,113 10,799

（年3％の割合） （年3％の割合）
特 別 積 立 金 169,000 200,000

繰越金（当期末残高） 100,509 100,962

	 損益計算書	 （単位：千円）

科　　　　 目 令和2年度 令和3年度
経 常 収 益 795,225 829,666

資 金 運 用 収 益 738,649 763,827

貸 出 金 利 息 547,740 552,342

預 け 金 利 息 30,691 34,066

有価証券利息配当金 118,997 137,997

その他の受入利息 41,220 39,422

役 務 取 引 等 収 益 39,150 32,841

受入為替手数料 14,275 13,158

その他の役務収益 24,874 19,683

そ の 他 業 務 収 益 15,016 14,420

国債等債券売却益 ― ―
その他の業務収益 15,016 14,420

そ の 他 経 常 収 益 2,409 18,577

貸倒引当金戻入益 ― 15,684

償却債権取立益 ― 299

金銭の信託運用益 2,409 2,594

その他の経常収益 ― ―
経 常 費 用 574,660 527,589

資 金 調 達 費 用 22,864 22,671

預 金 利 息 22,418 22,257

給付補塡備金繰入額 287 224

借 用 金 利 息 ― ―
その他の支払利息 159 189

役 務 取 引 等 費 用 7,333 5,076

支払為替手数料 6,099 4,285

その他の役務費用 1,233 791

そ の 他 業 務 費 用 ― 12,806

外国為替売買損 ― ―
その他の業務費用 ― 12,806

経 費 474,054 468,966

人 件 費 262,949 283,858

物 件 費 208,874 182,555

税 金 2,229 2,552

そ の 他 経 常 費 用 70,408 18,068

貸倒引当金繰入額 40,195 2,207

貸 出 金 償 却 ― ―
その他資産償却 ― ―
その他の経常費用 30,212 15,861

経 常 利 益 220,565 302,076

特 別 利 益 ― ―
その他の特別利益 ― ―

特 別 損 失 0 ―
固 定 資 産 処 分 損 0 ―

税引前当期純利益 220,565 302,076

法人税、住民税及び事業税 72,942 104,942

法 人 税 等 調 整 額 △3,120 △3,118

法 人 税 等 合 計 69,821 101,824

当 期 純 利 益 150,743 200,252

繰越金（当期首残高） 100,878 100,509
当期未処分剰余金 251,622 300,761
損益計算書の注記事項
1．	記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記に
ついては、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

2．	出資１口当りの当期純利益270円35銭
3．	今年度から会計基準の変更に伴い、消費税処理については税込方式から
税抜方式となっております。



10

経　営　指　標
	 主要な経営指標の推移	 （単位：千円）

区 分 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度
経 常 収 益 723,252 776,444 759,660 795,225 829,666
経 常 利 益 217,683 252,082 259,850 220,565 302,076
当 期 純 利 益 157,402 160,115 170,013 150,743 200,252
預 金 積 金 残 高 76,350,016 77,981,857 78,564,789 80,238,085 85,379,514
貸 出 金 残 高 45,608,774 46,279,471 47,651,988 49,329,631 50,778,729
有 価 証 券 残 高 2,909,050 6,520,705 10,040,644 13,204,996 14,971,529
総 資 産 額 85,962,214 87,761,857 88,475,624 92,407,609 97,735,788
純 資 産 額 9,244,807 9,399,955 9,493,401 9,744,531 9,898,190
自己資本比率（単体） 17.03 % 16.33 % 15.24 % 14.49 % 14.13 %
出 資 総 額 385,558 383,764 376,615 369,786 358,401
出 資 総 口 数 771,116 口 767,529 口 753,231 口 739,573 口 716,802 口
出資に対する配当金 11,607 11,486 11,331 11,113 10,799
職 員 数 26 人 28 人 28 人 30 人 29 人

（注）1．残高計数は期末日現在のものです。
　　2．「自己資本比率（単体）」は、平成18年金融庁告示第22号により算出しております。	

	 総資産経常利益率	 （単位：％）

区　　　　　　分 令和2年度 令和3年度
総 資 産 経 常 利 益 率 0.24 0.32
総 資 産 当 期 純 利 益 率 0.16 0.21

（注）総資産経常（当期純）利益率＝	
経常（当期純）利益

総資産（債務保証見返を除く）平均残高
	×100

	 先物取引の時価情報	

取扱いなし

	 総資金利鞘等	 （単位：％）

区　　　　　　分 令和2年度 令和3年度
資 金 運 用 利 回　（ａ） 0.84 0.83
資 金 調 達 原 価 率　（ｂ） 0.63 0.59
総 資 金 利 鞘　（ａ－ｂ） 0.21 0.24

（注）1. 資金運用利回＝	
資金運用収益

資金運用勘定計平均残高
	×100

2.資金調達原価率＝	
資金調達費用－金銭の信託運用見合費用＋経費
　 　　　資金調達勘定計平均残高　　　　

	×100

	 オフバランス取引の状況	

取扱いなし

	 資金運用勘定、資金調達勘定の平均残高等	

科　　　　目 年度 平均残高 利　　息 利回り
資 金 運 用 令和２年度 87,582 百万円 738,649 千円 0.84 ％

勘 定 令和３年度 91,162 763,827 0.83
う ち 令和２年度 49,195 547,740 1.11
貸 出 金 令和３年度 51,003 552,342 1.08
う ち 令和２年度 20,253 30,691 0.15
預 け 金 令和３年度 20,552 34,066 0.16
う ち 令和２年度 12,207 118,997 0.97
有 価 証 券 令和３年度 14,354 137,997 0.96

資 金 調 達 令和２年度 78,480 22,864 0.02
勘 定 令和３年度 82,023 22,671 0.02

う ち 令和２年度 77,860 22,705 0.02
預 金 積 金 令和３年度 80,995 22,482 0.02
う ち 令和２年度 ― ― ―
譲 渡 性 預 金 令和３年度 ― ― ―
う ち 令和２年度 1,498 ― ―
借 用 金 令和３年度 2,000 ― ―

（注）資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（令和2年度556百万円、3年度656百万
円）を、資金調達勘定は金銭の信託運用見合額の平均残高（2年度910百万円、3年
度1,010百万円）及び利息（2年度2,409千円、3年度2,594千円）を、それぞれ控除し
て表示しております。

	 業務粗利益及び業務純益等	 （単位：千円）

科 目 令和２年度 令和３年度
資 金 運 用 収 益 738,649 763,827
資 金 調 達 費 用 22,864 22,671

資 金 運 用 収 支 716,049 741,434
役 務 取 引 等 収 益 39,150 32,841
役 務 取 引 等 費 用 7,333 5,076

役 務 取 引 等 収 支 31,816 27,764
そ の 他 業 務 収 益 15,016 14,420
そ の 他 業 務 費 用 ― 12,806

そ の 他 の 業 務 収 支 15,016 1,613
業 務 粗 利 益 762,883 770,813
業 務 粗 利 益 率 0.87 % 0.83 %
業 務 純 益 286,998 299,639
実 質 業 務 純 益 288,828 301,847
コ ア 業 務 純 益 288,828 301,667
コ ア 業 務 純 益 

（投資信託解約損益を除く。） 288,828 301,667

（注）1．	資金調達費用は、金銭の信託運用見合費用（令和2年度265千円、3年度279千円）
を控除して表示しております。

2．業務粗利益率＝
業務粗利益

資金運用勘定計平均残高
×100

3．業務純益＝業務収益－（業務費用－金銭の信託運用見合費用）
4．実質業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額
5．コア業務純益＝実質業務純益－国債等債券損益
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経　営　指　標

	 代理貸付残高の内訳	

該当ありません

	 経費の内訳	 （単位：千円）

項 目 令和2年度 令和3年度
人 件 費 262,949 283,858

報 酬 給 料 手 当 222,099 241,283
退 職 給 付 費 用 14,774 12,890
そ の 他 26,075 29,683

物 件 費 208,874 182,555
事 務 費 108,720 88,180
固 定 資 産 費 47,049 42,935
事 業 費 19,493 17,172
人 事 厚 生 費 3,799 2,848
有形固定資産償却 4,816 6,396
無形固定資産償却 444 1,892
そ の 他 24,550 23,130

税 金 2,229 2,552
経 費 合 計 474,054 468,966

	 役務取引の状況	 （単位：千円）

科 目 令和2年度 令和3年度
役 務 取 引 等 収 益 39,150 32,841

受入為替手数料 14,275 13,158
その他の受入手数料 24,874 19,681
その他の役務取引等収益 ― 1

役 務 取 引 等 費 用 7,333 5,076
支払為替手数料 6,099 4,285
その他の支払手数料 1,233 789
その他の役務取引等費用 ― 2

役 務 取 引 等 利 益 31,816 27,764

	 その他業務収益の内訳	 （単位：千円）

項 目 令和2年度 令和3年度
外 国 為 替 売 買 益 ― ―
商品有価証券売買益 ― ―
国債等債券売却益 ― ―
国債等債券償還益 ― 180
金融派生商品収益 ― ―
その他の業務収益 15,016 14,240
その他業務収益合計 15,016 14,420

	 預貸率及び預証率	 （単位：％）

区　　　　　分 令和2年度 令和3年度

預 貸 率 （期　　末） 61.47 59.47
（期中平均） 63.18 62.97

預 証 率 （期　　末） 16.45 17.53
（期中平均） 15.67 17.72

（注）1．預貸率＝
貸出金

預金積金＋譲渡性預金
×100

　　2．預証率＝
有価証券

預金積金＋譲渡性預金
×100 	 職員1人当り預金残高及び貸出金残高	 （単位：百万円）

区　　　　　分 令和2年度末 令和3年度末
職員１人当りの預金残高 2,674 2,944
職員１人当りの貸出金残高 1,644 1,750

	 １店舗当り預金残高及び貸出金残高	 （単位：百万円）

区　　　　　分 令和2年度末 令和3年度末
１ 店 舗 当 り の 預 金 残 高 40,119 42,689
１店舗当りの貸出金残高 24,664 25,389

（注）預金残高には譲渡性預金を含んでおります。

	 受取利息及び支払利息の増減	 （単位：千円）

項　　　　　目 令和2年度 令和3年度
受 取 利 息 の 増 減 46,258 25,178
支 払 利 息 の 増 減 △328 △193

●対象役員
当組合では、理事全員及び監事全員（非常勤を含む）の報酬体系を開
示しております。報酬等の種類は、職務執行の対価として支払う「基
本報酬」及び「賞与」、在任期間中の職務執行及び特別功労の対価とし
て退任時に支払う「退職慰労金」で構成されております。

（1）報酬体系の概要
【基本報酬及び賞与】
非常勤を含む全役員の基本報酬及び賞与につきましては、総代会
において、理事全員及び監事全員それぞれの支払総額の最高限度
額を決定しております。
そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては、役位や在任年数
等を、各理事の賞与額については前年度の業績等をそれぞれ勘案
し、当組合の理事会において決定しております。また、各監事の基
本報酬額及び賞与額につきましては、監事の協議により決定して
おります。

【退職慰労金】
退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退
任時に総代会で承認を得た後、支払っております。
なお、当組合では全役員に適用される退職慰労金の支払額につき
ましては、在任期間中の役位及び在任年数に基づき支給基準が規
程で定められており、支払時期及び支払方法等については、理事は
理事会、監事は監事会において決定しております。

（2）令和3年度における対象役員に対する報酬
（単位：千円）

区　　分 当期中の報酬支払額 総会等で定められた報酬限度額
理　　事 60,858 65,520
監　　事 14,400 15,480
合　　計 75,258 81,000

注1．上記は、協同組合による金融事業に関する法律施行規則第15条
別紙様式第4号「附属明細書」における役員に対する報酬です。

注2．支払人数は、理事16名、監事3名です。
注3．上記以外に支払った役員賞与金は、理事17,454千円、監事4,000

千円です。

（3）その他
「協同組合による金融事業に関する法律施行規則第69条第1項第6
号等の規定に基づき、報酬等に関する事項であって、信用協同組合
等の業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与えるものとして
金融庁長官が別に定めるものを定める件」（平成24年3月29日付金
融庁告示第23号）第3条第1項第3号及び第5号に該当する事項はあ
りません。

●対象職員等
当組合における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当組合
の職員であって、対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を
受ける者のうち、当組合の業務及び財産の状況に重要な影響を与え
るものを言います。なお、令和3年度において、対象職員等に該当する
者はいませんでした。
注1．「同等額」は、令和3年度に対象職員に支払った報酬等の平均額と

しております。
注2．当組合の職員の給与、賞与および退職金は当組合における「職員

給与規定」及び「職員退職金支給規定」に基づき支払っておりま
す。なお、当組合は、非営利・相互扶助の協同組合組織の金融機関
であり、業績連動型の報酬体系のような自社の利益を上げるよ
うなことや株価を上げることに動機づけされた報酬となってい
ないため、職員が過度なリスクテイクを引き起こす報酬体系で
はありません。

	 役員等の報酬体系	



12

	 時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券	 （単位：百万円）

項　　　　　　目
令和2年度末 令和3年度末

貸借対照表計上額 貸借対照表計上額
子 会 社 ・ 子 法 人 等 株 式 0 0
全 信 組 連 出 資 金 181 181

合　　　　　　計 181 181

経　営　指　標

	 売買目的有価証券	

該当ありません

　　　　　　子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるもの

該当ありません

	 満期保有目的の債券	 （単位：百万円）	

種　　類
令和2年度末 令和3年度末

貸借対照表
計上額 時　価 差　額 貸借対照表

計上額 時　価 差　額

時価が貸借
対照表計上
額を超える
も の

国 債 ― ― ― ― ― ―
地 方 債 ― ― ― ― ― ―
短期社債 ― ― ― ― ― ―
社 債 ― ― ― ― ― ―
そ の 他 ― ― ― ― ― ―
小 計 ― ― ― ― ― ―

時価が貸借
対照表計上
額を超えな
い も の

国 債 ― ― ― ― ― ―
地 方 債 ― ― ― ― ― ―
短期社債 ― ― ― ― ― ―
社 債 ― ― ― ― ― ―
そ の 他 600 598 △1 600 598 △1

小 計 600 598 △1 600 598 △1

合　　　　　計 600 598 △1 600 598 △1
（注）1．時価は、当事業年度における市場価格等に基づいております。
　　2．上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。
　　3．	時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めてお

りません。

有価証券の時価等情報

	 満期保有目的の金銭の信託	

該当ありません

	 運用目的の金銭の信託	

該当ありません

金銭の信託

	 賃貸等不動産の状況に関する事項　＊旧本店建物	 （単位：百万円）

令和2年度末 令和3年度末

貸借対照表計上額 当事業年度の損益に
含まれた評価差額 貸借対照表計上額 当事業年度の損益に

含まれた評価差額
65 15 65 15

（注）貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格に基づいております。

	 その他の金銭の信託	 （単位：百万円）

令和2年度末 令和3年度末

貸借対照表計上額 当事業年度の損益に
含まれた評価差額 貸借対照表計上額 当事業年度の損益に

含まれた評価差額
910 ― 810 ―

（注）貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格に基づいております。

	 その他有価証券	 （単位：百万円）

種　　類
令和2年度末 令和3年度末

貸借対照表
計上額

取得
原価 差　額 貸借対照表

計上額
取得
原価 差　額

貸借対照
表計上額
が取得原
価を超え
る も の

株 式 0 0 ― 0 0 ―
債 券 10,523 10,400 123 8,802 8,700 102

国 債 ― ― ― ― ― ―
地 方 債 ― ― ― ― ― ―
短期社債 ― ― ― ― ― ―
社 債 8,811 8,700 111 7,997 7,900 97

そ の 他 1,711 1,700 11 804 800 4

小 計 10,523 10,400 123 8,802 8,700 102

貸借対照
表計上額
が取得原
価を超え
ないもの

株 式 ― ― ― ― ― ―
債 券 2,081 2,100 △18 5,568 5,600 △31

国 債 ― ― ― ― ― ―
地 方 債 ― ― ― ― ― ―
短期社債 ― ― ― ― ― ―
社 債 1,386 1,400 △13 4,482 4,500 △17

そ の 他 694 700 △5 1,086 1,100 △13

小 計 2,081 2,100 △18 5,568 5,600 △31

合　　　　　計 12,604 12,500 104 14,371 14,300 71
（注）1．	貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等にもとづいております。
　　2．上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。
　　3．	時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めてお

りません。
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資　金　調　達
	 預金種目別平均残高	 （単位：百万円、％）

種　　　　目
令和2年度 令和3年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
流 動 性 預 金 27,894 35.8 30,100 37.2

定 期 性 預 金 49,965 64.2 50,895 62.8

譲 渡 性 預 金 ― ― ― ―
そ の 他 の 預 金 ― ― ― ―
合 計 77,860 100.0 80,995 100.0

	 定期預金種類別残高	 （単位：百万円）

区　　　　分 令和2年度末 令和3年度末
固 定 金 利 定 期 預 金 47,391 50,751

変 動 金 利 定 期 預 金 ― ―
そ の 他 の 定 期 預 金 ― ―
合 計 47,391 50,751

	 財形貯蓄残高	 （単位：百万円）

項　　　　 目 令和2年度末 令和3年度末
財 形 貯 蓄 残 高 ― ―

資 金 運 用
	 有価証券種類別平均残高	 （単位：百万円、％）

区　　　　分
令和2年度 令和3年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
国 債 ― ― ― ―
地 方 債 ― ― ― ―
短 期 社 債 ― ― ― ―
社 債 9,073 74.3 11,557 80.5

株 式 0 0.0 0 0.0

外 国 証 券 3,133 25.7 2,796 19.5

そ の 他 の 証 券 ― ― ― ―
合 計 12,207 100.0 14,354 100.0

（注）当組合は、商品有価証券を保有しておりません。

	 貸出金種類別平均残高	 （単位：百万円、％）

科　	　	　		目
令和2年度 令和3年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
割 引 手 形 ― ― ― ―
手 形 貸 付 70 0.1 ― ―
証 書 貸 付 49,068 99.7 51,003 100.0 

当 座 貸 越 55 0.1 ― ―
合 計 49,195 100.0 51,003 100.0 

	 有価証券種類別残存期間別残高	 （単位：百万円）

区 分 1年以内 1年超
5年以内

5年超
10年以内 10年超

国 債
令和２年度末 ― ― ― ―
令和３年度末 ― ― ― ―

地 方 債
令和２年度末 ― ― ― ―
令和３年度末 ― ― ― ―

短 期 社 債
令和２年度末 ― ― ― ―
令和３年度末 ― ― ― ―

社 債
令和２年度末 ― 2,300 609 7,287

令和３年度末 1,202 7,245 3,430 601

株 式
令和２年度末 ― ― ― 0

令和３年度末 ― ― ― 0

外 国 証 券
令和２年度末 199 1,807 795 203

令和３年度末 ― 1,992 298 200

その他の証券
令和２年度末 ― ― ― ―
令和３年度末 ― ― ― ―

合 計
令和２年度末 199 4,108 1,405 7,491

令和３年度末 1,202 9,238 3,728 801
（注）令和3年度末の残存期間別残高は、早期償還条件付社債について、早期償還日を基

準に区別した残高を記載しております。

	 預金者別預金残高	 （単位：百万円、％）

区　　　　分
令和2年度末 令和3年度末

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
個 人 37,337 46.5 37,836 44.3

法 人 42,899 53.5 47,542 55.7

一 般 法 人 42,899 53.5 47,542 55.7

金 融 機 関 0 0.0 0 0.0

公 金 0 0.0 0 0.0

合 計 80,238 100.0 85,379 100.0
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資 金 運 用
	 貸倒引当金の内訳	 （単位：千円）

項　　　　目
令和2年度末 令和3年度末

期末残高 増減額 期末残高 増減額
一 般 貸 倒 引 当 金 156,227 1,830 158,435 2,207
個 別 貸 倒 引 当 金 38,365 38,365 ― ▲38,365
貸倒引当金合計 194,593 40,195 158,435 ▲36,157

（注）当組合は、特定海外債権を保有しておりませんので「特定海外債権引当勘定」に係
る引当は行っておりません。

	 貸出金償却額	 （単位：千円）

項　　　　目 令和2年度末 令和3年度末
貸 出 金 償 却 額 ― 22,681

	 貸出金金利区分別残高	 （単位：百万円）

区　　　　　分 令和2年度末 令和3年度末
固 定 金 利 貸 出 11,029 10,749
変 動 金 利 貸 出 38,300 40,029
合 計 49,329 50,778

	 貸出金使途別残高	 （単位：百万円、％）

区　　　　　分
令和2年度末 令和3年度末

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
運 転 資 金 9,233 30.2 9,838 30.2 
設 備 資 金 21,304 69.7 22,729 69.7 
合 計 30,537 100.0 32,567 100.0 

	 消費者ローン・住宅ローン残高	 （単位：百万円、％）

区　　　　　分
令和2年度末 令和3年度末

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
消 費 者 ロ ー ン 7,356 39.2 7,243 39.7 
住 宅 ロ ー ン 11,406 60.7 10,968 60.2 
合 計 18,762 100.0 18,211 100.0 

	 貸出金業種別残高・構成比	 （単位：百万円、％）

業 種 別
令和2年度末 令和3年度末

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
製 造 業 ― ― ― ―
農 業、 林 業 ― ― ― ―
漁 業 ― ― ― ―
鉱 業、 採 石 業、 砂 利 採 取 業 ― ― ― ―
建 設 業 ― ― ― ―
電 気、 ガ ス、 熱 供 給、 水 道 業 ― ― ― ―
情 報 通 信 業 ― ― ― ―
運 輸 業、 郵 便 業 ― ― ― ―
卸 売 業、 小 売 業 ― ― ― ―
金 融 業、 保 険 業 ― ― ― ―
不 動 産 業 ― ― ― ―
物 品 賃 貸 業 ― ― ― ―
学 術 研 究、 専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業 ― ― ― ―
宿 泊 業 ― ― ― ―
飲 食 業 ― ― ― ―
生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 、 娯 楽 業 ― ― ― ―
教 育、 学 習 支 援 業 ― ― ― ―
医 療、 福 祉 10,499 21.2 11,661 23.0 
そ の 他 の サ ー ビ ス 14,287 28.9 13,529 26.6 
そ の 他 の 産 業 4,577 9.3 5,993 11.8 
小 計 29,364 59.5 31,184 61.4 
国 ・ 地 方 公 共 団 体 等 ― ― ― ―
個 人 （ 住 宅 ・ 消 費 ・ 納 税 資 金 等 ） 19,965 40.4 19,594 38.5 
合 計 49,329 100.0 50,778 100.0 

（注）業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

	 担保種類別貸出金残高及び債務保証見返額	（単位：百万円、％）

区 分 金　　額 構 成 比	 債務保証
見 返 額

当 組 合 預 金 積 金 
令和２年度末 1,591 3.2 ―
令和３年度末 1,413 2.8 ―

有 価 証 券
令和２年度末 ― ― ―
令和３年度末 ― ― ―

動 産
令和２年度末 ― ― ―
令和３年度末 ― ― ―

不 動 産
令和２年度末 41,054 83.2 ―
令和３年度末 41,972 82.7 ―

そ の 他
令和２年度末 ― ― ―
令和３年度末 ― ― ―

小 計
令和２年度末 42,645 86.5 ―
令和３年度末 43,386 85.5 ―

信用保証協会・信用保険
令和２年度末 66 0.1 ―
令和３年度末 59 0.1 ―

保 証
令和２年度末 26 0.0 ―
令和３年度末 25 0.0 ―

信 用
令和２年度末 6,590 13.4 ―
令和３年度末 7,307 14.4 ―

合 計
令和２年度末 49,329 100.0 ―
令和３年度末 50,778 100.0 ―
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貸出金の分類

区　　　　　　　分 債権額
（A）

担保・保証等
（B）

貸倒引当金
（C）

保全額
（D）＝（B）＋（C）

保全率
（D）/（A）

貸倒引当金引当率
（C）/（A－B）

破 産 更 生 債 権 及 び
これらに準ずる債権

令和２年度 202 163 38 202 100.00 100.00

令和３年度 ― ― ― ― ― ―

危 険 債 権
令和２年度 ― ― ― ― ― ―
令和３年度 ― ― ― ― ― ―

要 管 理 債 権
令和２年度 ― ― ― ― ― ―
令和３年度 ― ― ― ― ― ―

金融再生法開示債権計
令和２年度 202 163 38 202 100.00 100.00

令和３年度 ― ― ― ― ― ―

正 常 債 権
令和２年度 49,128

令和３年度 50,780

合 計
令和２年度 49,330

令和３年度 50,780

（注）1．	「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する
債権及びこれらに準ずる債権です。

2．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができ
ない可能性の高い債権です。
3．「要管理債権」とは、「3か月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出債権です。
4．「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」以外の債
権です。
5．「担保・保証等（B）」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
6．「貸倒引当金（C）」は、「正常債権」に対する一般貸倒引当金を控除した貸倒引当金です。
7．金額は決算後（償却後）の計数です。

区　　　　　分 債権額
（A）

担保・保証額
（B）

貸倒引当金
（C）

保全率
（B+C）/（A）

破 綻 先 債 権
令和２年度 202 163 38 100.00

令和３年度 ― ― ― ―

延 滞 債 権
令和２年度 ― ― ― ―
令和３年度 ― ― ― ―

3か月以上延滞債権
令和２年度 ― ― ― ―
令和３年度 ― ― ― ―

貸 出 条 件 緩 和 債 権
令和２年度 ― ― ― ―
令和３年度 ― ― ― ―

合 計
令和２年度 202 163 38 100.00

令和３年度 ― ― ― ―
（注）1．「破綻先債権」とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものと

して未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、①会社更生法又は、金融機関等の更
生手続の特例等に関する法律の規定による更生手続開始の申立てがあった債務者、②民事再生法の規定による再生手続開始の申立てがあった債務者、③
破産法の規定による破産手続開始の申立てがあった債務者、④会社法の規定による特別清算開始の申立てがあった債務者、⑤手形交換所の取引停止処分
を受けた債務者、等に対する貸出金です。
2．「延滞債権」とは、上記1．及び債務者の経営再建又は支援（以下「経営再建等」という。）を図ることを目的として利息の支払いを猶予したもの以外の未収利
息不計上貸出金です。
3．「3か月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から3か月以上延滞している貸出金（上記1．及び2．を除く）です。
4．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利と
なる取決めを行った貸出金（上記1．～ 3．を除く）です。
5．「担保・保証額（B）」は、自己査定に基づく担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額です。
6．「貸倒引当金（C）」は、リスク管理債権区分の各項目の貸出金に対して引き当てた金額を記載しており、リスク管理債権以外の貸出金等に対する貸倒引当
金は含まれておりません。
7．「保全率（B＋C）／（A）」はリスク管理債権ごとの残高に対し、担保・保証、貸倒引当金を設定している割合です。
8．これらの開示額は、担保処分による回収見込額、保証による回収が可能と認められる額や既に引当てている個別貸倒引当金を控除する前の金額であり、全
てが損失となるものではありません。

	 金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額	 （単位：百万円、％）

	 リスク管理債権及び同債権に対する保全額	 （単位：百万円、％）
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経営管理体制
	 法令等遵守（コンプライアンス）体制	

■コンプライアンスの基本方針
1．当組合は、金融機関としての社会的責任と公共的使命を十分認識し、健全な業務運営を通じて、お客様及び社会からの信頼・信用を確保する。
2．当組合は、法令、諸規則、諸規定の遵守（以下「コンプライアンス」という。）を通じて、社会的規範を逸脱することなく、誠実かつ公平に業務を遂行
して、コンプライアンスを経営の最重要課題と掲げて取り組む。

3．当組合は、その事業等の情報を適時かつ適切に開示して、広く社会とのコミュニケーションを図る。
4．当組合は、従業員の人格、個性を尊重するとともに、安全かつ快適な環境を確保する。
5．当組合は、社会の構成員であること及び地域社会の発展や公共の利益に深く関わる業務に携わっていることを認識し、「良き企業市民」として、自
主的かつ積極的に社会貢献活動及び環境問題に取り組む。

6．当組合は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは断固として対決する。
■コンプライアンス推進の統括部署
　コンプライアンス委員会

	 リスク管理体制	

　金融機関を取り巻く環境は絶えず変化し、それに応じてリスクも急変することが予想されます。そのような環境のなか、当組合では自己責任原則
に基づいた健全経営の実現に向けて、リスク管理を重要経営課題として位置づけ、各種リスクの存在を包括的に認識し適切に管理していくため、
ALM委員会を主管部署として統合的なリスク管理体制の充実に努めています。
　具体的には、各種リスクを、信用リスク、市場リスク、流動性リスク、事務リスク、システムリスク、法務リスク、風評リスク等に分類したうえ、各リ
スクについて担当部署を定めて的確に把握・管理するとともに、当組合全体のリスク管理をALM委員会が行うこととしており、不測の事態を未然に
防止し、資産の健全性を確保するための組織的な相互牽制機能の強化に取り組んでいます。

① 統合的リスク管理とは、金融機関の業務に内在する各種リスクについて一元的に管理し、総体的に捉えて、経営体力と自己資本の水準から許容で
きるリスク量の適切なコントロールを行い、業務の健全性を確保する事を目的としています。
② 信用リスクとは、取引先の財務状況の悪化等により、貸出金等の資産の価値が減少ないしは消滅し、損失を被るリスクの事です。
③市場リスクとは、金利、為替、株価、商品価格等が変動することによって、資産・負債の現在価値または期間収益に影響を与えるリスクの事です。
④ 流動性リスクとは、財務内容の悪化等により必要な資金が確保できず、資金繰りがつかなくなる場合や、資金の確保に通常よりも著しく高い金利
の支払いを余儀なくされることにより、損失を被るリスクの事です。
⑤ オペレーショナルリスクとは、内部プロセス・人・システムが不適切である事、もしくは機能しないこと等から、金融機関が損失を被るリスクの事
です。具体的には、事務ミス、システム障害、不正等の内部管理上の要因や、災害、テロリズム、犯罪等の外部要因により損失が発生するリスクで
す。（事務リスク、システムリスク、法務リスク、風評リスク）

	 苦情処理措置及び紛争解決措置の内容	

　金融に関するトラブルの早期解決を図る制度として裁判外紛争解決制度（金融ADR、Alternative Dispute Reso-Lution）が導入され、平成22年10月
から指定紛争解決機関との契約締結が義務付けられています。
　当組合では、この制度を踏まえて苦情処理措置および紛争解決措置を設け、金融トラブルへの迅速・公平・適切な対応を図り、信頼の向上に努めて
います。

●苦情処理措置
当組合との取引に関する照会・相談・苦情等のお問合せは、本店総務課にお申し出ください。
　　大阪府医師信用組合　本店総務課
　　電話番号：06－6762－7381
　　受 付 日：月曜日～金曜日
　　　　　　　（土曜日、日曜日、祝日及び組合の休業日は除く）
　　受付時間：午前9時～午後5時

●紛争解決措置
弁護士による紛争の解決を図ることも可能ですので、ご利用を希望されるお客様は、本店総務課又はしんくみ相談所までお申し出ください。
相談所は、公平・中立な立場でお申し出を伺い、お申し出のお客様の了解を得たうえ、当該の信用組合に対し迅速な解決を要請します。
また、下記の各弁護士会に直接お申し出いただくことも可能です。

名 称 大阪地区しんくみ相談所
（一般社団法人 大阪府信用組合協会）

しんくみ相談所
（一般社団法人 全国信用組合中央協会）

住 所 〒540－0026　大阪市中央区内本町2－3－9 〒104－0031　東京都中央区京橋1－9－5
電 話 番 号 06－6941－1441 03－3567－2456
受 付 日 月～金（祝日を除く） 月～金（祝日および金融機関の休日を除く）
時 間 9：00～ 17：00 9：00～ 17：00

⇩
（仲裁センター等）

名 称 公益社団法人　総合紛争解決センター 東京弁護士会　紛争解決センター
住 所 〒530－0047　大阪市北区西天満1－12－5 〒100－0013　東京都千代田区霞が関1－1－3
電 話 番 号 06－6364－7644 03－3581－0031
受 付 日 月～金（祝日、年末年始を除く） 月～金（祝日、年末年始を除く）
時 間 9：00～ 12：00　13：00～ 17：00 9：30～ 12：00　13：00～ 15：00

名 称 第一東京弁護士会　仲裁センター 第二東京弁護士会　仲裁センター
住 所 〒100－0013　東京都千代田区霞が関1－1－3 〒100－0013　東京都千代田区霞が関1－1－3
電 話 番 号 03－3595－8588 03－3581－2249
受 付 日 月～金（祝日、年末年始を除く） 月～金（祝日、年末年始を除く）
時 間 10：00～ 12：00　13：00～ 16：00 9：30～ 12：00　13：00～ 17：00
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	 自己資本の充実の状況	

─　定　性　的　事　項　─

●自己資本調達手段の概要
　当組合の自己資本は、法令または任意に積み立てしているもの以外、普通出資により調達しております。

●派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項
　該当ありません。

●自己資本の充実度に関する評価方法の概要
当組合は、これまで適正な利益を確保し、内部留保による資本の積み上げ等を行うことにより、自己資本の充実を図っております。経営の健全性・安全性に努め
ました結果、自己資本比率は14.13％と国内基準（4％）を十分に上回っています。

●信用リスクに関する事項

管 理 体 制 　当組合では、信用リスクを当組合が管理すべき最重要のリスクであると認識の上、与信業務の基本的な理念や手続き等を明示した
「信用リスク管理方針」「信用リスク管理規程」等を制定し、信用リスクを確実に認識する管理態勢を構築しております。

評 価 ・ 計 測 　信用リスク評価につきましては、厳格な自己査定を実施しております。

■貸倒引当金の計算基準
○一般貸倒引当金
自己査定に基づく正常先に対する債権及び要注意先に対する債権について、債務者区分ごとに過去の貸倒実績率に基づき、過去の損失率を算出し、こ
れに将来発生が見込まれる損失に修正を加えて予想損失率を求め、各々の債務者区分の債権額に予想損失率を乗じて予想損失額を算出し、予想損失
額に相当する額または、従来通りの法定繰入率1000分の3.12のどちらか高い方を一般貸倒引当金として計上しています。
○個別貸倒引当金
破綻懸念先、実質破綻先及び破綻先に対する債権については、原則として個別債務者ごとに予想損失率を算出し、予想損失額に相当する額を個別貸
倒引当金として計上しています。

■リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称
リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は、以下の4つの機関を採用しております。なお、エクスポージャーの種類ごとに適格格付機関の使い分けは
行っておりません。
	①株式会社	格付投資情報センター（R＆I）
	②株式会社	日本格付研究所（JCR）
	③ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Ｍｏｏｄｙ’s）
	④スタンダード	&	プアーズ・レーティング・サービシズ（S＆P）

●信用リスク削減手法に関する事項

■信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
信用リスク削減手法とは、当組合が抱えている信用リスクを軽減するための措置で主要な担保には預金積金や不動産、保証として信用保証協会等保証があ
り、担保に関する手続きについては、「担保の種類及び評価基準」等により、適切な取扱いに努めております。
また、お客様が期限の利益を失われた場合には、全ての与信取引の範囲において、預金相殺等をする場合がありますが、当組合が定める「融資規程」等によ
り、適切な取扱いに努めております。

●オペレーショナル・リスクに関する事項

管 理 体 制 　管理体制や管理方法については内部管理規程である「事務リスク管理方針」「事務リスク管理規程」「システムリスク管理規程」「風
評リスク管理規程」等に基づき、未然防止に万全を期するとともに、万が一発生した場合の影響度の極小化に努めています。

評 価 ・ 計 測 　リスクの計測に関しては、基礎的手法を採用しています。

■オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称
当組合は、3年間の平均粗利益の15％であるとした「基礎的手法」を採用しております。

●信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー� （単位：百万円）

信用リスク削減手法

ポートフォリオ

適格金融資産担保 保　　　　証 クレジット・デリバティブ

令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度
信用リスク削減手法が適用された
エクスポージャー　　　　　　　 42,672 43,411 66 59 ― ―

（注）1．当組合は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。
2．	上記「保証」には、告示（平成18年金融庁告示第22号）第45条（信用保証協会、農業信用基金協会、漁業信用基金協会により保証されたエクスポージャー）、第46条（株式会社地域経
済活性化支援機構等により保証されたエクスポージャー）を含みません。
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●銀行勘定における金利リスクに関する事項

管 理 体 制 　リスク管理は、IRRBB原則の下で、重要性テスト（ΔEVE及びΔNII）の実施により、金利リスク量をモニタリングし、コントロールを行う体
制としています。

評 価 ・ 計 測

　ΔEVEの計測は、標準的方式により、銀行勘定の金利リスクを3つの金利ショックシナリオ（上昇パラレルシフト（100bp上昇）、下方パラ
レルシフト（100bp低下）、スティープ化（短期金利と長期金利の差が大きくなり、イールドカーブが右上がりに変化））を使用し、3ヶ月ごとに
計測します。
　計測の結果、経済価値の下落が最大値となる金利リスク量が、自己資本の額の20％を基準として、運用・調達のコントロールを行うこと
としています。
　なお、コア預金は流動性預金の残高の50％相当額とし、満期は5年以内（平均2.5年）とし、行動オプションについては、保守的な前提
を採用しています。
　ΔNIIの計測は、銀行勘定の金利リスクを2つの金利ショックシナリオ（上方パラレルシフト、下方パラレルシフト）に対する算出基準日から
12ヶ月を経過するまでの間の金利収益の減少として3ヶ月ごとに計測します。

●証券化エクスポージャーに関する事項

■リスク管理方針および手続きの概要
証券化とは、金融機関が保有するローン債権や、企業が保有する不動産など、それらの資産価値を裏付けに証券として組み替え、第三者に売却して流動化
する事を指します。一般的には、証券の裏付けとなる原資産の保有者であるオリジネーターと証券を購入する投資家に分類されます。当組合における証券化エ
クスポージャーは、投資家としてのみ保有しており、オリジネーターとして保有するものはありません。
当該資産のリスク認識については、市場動向、時価評価及び適格格付機関が付与する格付情報の収集などにより、内部管理規程等である「余裕資金運用
方針」「資金運用規程」「有価証券運用規程」に基づき、適正な運用・管理を行っています。

■「証券化取引における格付の利用に関する基準」に規定する体制・運用状況
証券化エクスポージャーの種類ごとのリスクウェイトの判定に使用する適格格付機関は以下の4つです。
①株式会社	格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）
②株式会社	日本格付研究所（ＪＣＲ）
③ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Ｍｏｏｄｙ’s）
④スタンダード&プアーズ・レーティング・サービシズ（S＆P）

■証券化エクスポージャーについて、信用リスク・アセットの額の算出に使用する方式の名称
標準的手法を採用しています。

■証券化取引に関する会計方針
当該取引にかかる会計処理については、日本公認会計士協会の「金融商品会計に関する実務指針」に従い、適正に処理しています。

●出資その他これに類するエクスポージャー又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要に関する事項

銀行勘定における出資等又は株式等エクスポージャーにあたるものは、上場株式、非上場株式、株式関連投資信託、全国信用協同組合連合会や、投資事業組
合等への出資金が該当します。当組合では、「資金運用規程」「有価証券運用規程」に基づき、運用・管理を行っており、基準に定めのない運用は事前に常務
会で協議しています。
一方、非上場株式や全国信用協同組合連合会等への出資金等については、業務上での保有で投資目的ではありません。なお、当該取引にかかる会計処理に
ついては、日本公認会計士協会の「金融商品会計に関する実務指針」に基づき、適正に処理しています。
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─　定　量　的　事　項　─

	 自己資本の構成に関する事項	 （単位：百万円）

項　　　　　　目 令和2年度 令和3年度

コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 （１）
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員勘定又は会員勘定の額 9,526 9,704

う ち 、 出 資 金 及 び 資 本 剰 余 金 の 額 369 358
う ち 、 利 益 剰 余 金 の 額 9,167 9,356
う ち 、外 部 流 出 予 定 額 （△） 11 10
う ち 、 上 記 以 外 に 該 当 す る も の の 額 ― ―

コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 に 算 入 さ れ る 引 当 金 の 合 計 額 156 158
う ち、 一 般 貸 倒 引 当 金 コ ア 資 本 算 入 額 156 158
う ち 、 適 格 引 当 金 コ ア 資 本 算 入 額 ― ―

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ― ―
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段
の 額 の う ち、コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 に 含 ま れ る 額 ― ―

土 地 再 評 価 額 と 再 評 価 直 前 の 帳 簿 価 額 の 差 額 の45 ％ に 相 当
す る 額 の う ち、コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 に 含 ま れ る 額 25 17

コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 （イ） 9,708 9,880
コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目 （２）
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額 34 33

う ち 、 の れ ん に 係 る も の の 額 ― ―
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 34 33

繰 延 税 金 資 産（ 一 時 差 異 に 係 る も の を 除 く。）の 額 ― ―
適 格 引 当 金 不 足 額 ― ―
証 券 化 取 引 に 伴 い 増 加 し た 自 己 資 本 に 相 当 す る 額 ― ―
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 ― ―
前 払 年 金 費 用 の 額 ― ―
自 己 保 有 普 通 出 資 等（ 純 資 産 の 部 に 計 上 さ れ る も の を 除 く。）の 額 ― ―
意 図 的 に 保 有 し て い る 他 の 金 融 機 関 等 の 対 象 資 本 調 達 手 段 の 額 ― ―
少 数 出 資 金 融 機 関 等 の 対 象 普 通 出 資 等 の 額 ― ―
信 用 協 同 組 合 連 合 会 の 対 象 普 通 出 資 等 の 額 ― ―
特 定 項 目 に 係 る 10 ％ 基 準 超 過 額 ― ―

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 ― ―
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ― ―
う ち、繰 延 税 金 資 産（ 一 時 差 異 に 係 る も の に 限 る。）に 関 連 す る も の の 額 ― ―

特 定 項 目 に 係 る 15 ％ 基 準 超 過 額 ― ―
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 ― ―
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ― ―
う ち、繰 延 税 金 資 産（ 一 時 差 異 に 係 る も の に 限 る。）に 関 連 す る も の の 額 ― ―

コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目 の 額 （ロ） 34 33
自 己 資 本
自 己 資 本 の 額（（イ）－（ロ）） （ハ） 9,673 9,846
リスク・アセット等 （３）
信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト の 額 の 合 計 額 65,384 68,247

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 190 190
う ち 、 他 の 金 融 機 関 等 向 け エ ク ス ポ ー ジ ャ ー ― ―
う ち 、 上 記 以 外 に 該 当 す る も の の 額 190 190

オ ペ レ ー シ ョ ナ ル ・ リ ス ク 相 当 額 の 合 計 額 を ８ ％ で 除 し て 得 た 額 1,356 1,410
信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト 調 整 額 ― ―
オ ペ レ ー シ ョ ナ ル ・ リ ス ク 相 当 額 調 整 額 ― ―
リスク・アセット等の額の合計額 （ニ） 66,740 69,658
自 己 資 本 比 率
自 己 資 本 比 率 （（ハ）／（ニ）） 14.49% 14.13%

（注）自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第六条第一項において準用する銀行法第14条の2の規定に基づき、信用協同組合及び信用協同組
合連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第22号）」に係る算式に基づき算出して
おります。なお、当組合は国内基準を採用しております。
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	 自己資本の充実度に関する事項	 （単位：百万円）

令和2年度 令和3年度
リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

イ.　信用リスク・アセット、所要自己資本の額合計 65,384 2,615 68,247 2,729
① 標準的手法が適用されるポートフォリオごとの

エクスポージャー 61,308 2,452 64,517 2,580

（ⅰ）　ソブリン向け ― ― ― ―
（ⅱ）　金融機関向け 4,647 185 5,134 205
（ⅲ）　法人等向け 6,176 247 7,247 289
（ⅳ）　中小企業等・個人向け 5,491 219 6,081 243
（ⅴ）　抵当権付住宅ローン 1,314 52 1,174 46
（ⅵ）　不動産取得等事業向け 36,049 1,441 37,273 1,490
（ⅶ）　三月以上延滞等 ― ― ― ―
（ⅷ）　出資等 ― ― ― ―

出資等のエクスポージャー ― ― ― ―
重要な出資のエクスポージャー ― ― ― ―

（ⅸ） 　他の金融機関等の対象資本等調達手段
のうち対象普通出資等及びその他外部
TLAC関連調達手段に該当するもの以外
のものに係るエクスポージャー

6,750 270 6,765 270

（ⅹ） 　信用協同組合連合会の対象普通出資等
であってコア資本に係る調整項目の額に
算入されなかった部分に係るエクスポー
ジャー

181 7 181 7

（ⅺ）　その他 700 28 658 26
②証券化エクスポージャー 3,886 155 3,540 141
③ リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエ

クスポージャー ― ― ― ―
ルック・スルー方式 ― ― ― ―
マンデート方式 ― ― ― ―
蓋然性方式（250％） ― ― ― ―
蓋然性方式（400％） ― ― ― ―
フォールバック方式（1250％） ― ― ― ―

④ 経過措置によりリスク・アセットの額に算入さ
れるものの額 190 7 190 7

⑤ 他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエク
スポージャーに係る経過措置によりリスク・ア
セットの額に算入されなかったものの額

― ― ― ―

⑥CVAリスク相当額を8％で除して得た額 ― ― ― ―
⑦中央清算機関関連エクスポージャー ― ― ― ―

ロ.　オペレーショナル・リスク 1,356 54 1,410 56
ハ.　単体総所要自己資本額（イ＋ロ） 66,740 2,669 69,658 2,786

（注）1．所要自己資本の額＝リスク・アセットの額×4％
2．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額です。
3．「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、地方公共団体金融機構、我が国の政府関係機関、土地開発公社、地方住宅供給公社、地方道路公社、外国の中
央政府以外の公共部門（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行、信用保証協会等のこと
です。
4．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3か月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「ソブリン向け」、「金融機関及
び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」においてリスク・ウェイトが150％になったエクスポージャーのことです。
5．「その他」とは、（ⅰ）～（ⅹ）に区分されないエクスポージャーです。
6．オペレーショナル・リスクは、当組合は基礎的手法を採用しています。

〈オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法〉
粗利益（直近3年間のうち正の値の合計額）×15％

直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数
÷8％

7．単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×4％

●金利リスクに関する事項	 （単位：百万円）

銀行勘定の金利リスク（IRRBB）
⊿EVE ⊿NII

令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度
1 上方パラレルシフト 1,243 1,418 0 0
2 下方パラレルシフト 0 0 65 0
3 スティープ化 964 1,175
4 フラット化 0 0
5 短期金利上昇 96 78
6 短期金利低下 0 0
7 最大値 1,243 1,418 65 0

前期末 当期末
8 自己資本の額 9,673 9,846

（注）1.金利リスクの算定手法の概要等は、P.18「銀行勘定における金利リスクに関する事項」の項目に記載しております。
2.	令和3年度末のΔEVEで計測した銀行勘定の金利リスクは、上方パラレルシフトにおいて最大となり、自己資本の額9,846百万円に対し、最大リスク量は1,418百万円となり、自己
資本対比14.4％となります。



21

経営管理体制
●信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高（地域別・業種別・残存期間別）	 （単位：百万円）

エクスポージャー区分

地域区分
業種区分
期間区分

信用リスクエクスポージャー期末残高
三月以上延滞

エクスポージャー
貸出金、コミットメント及
びその他のデリバティブ
以外のオフ・バランス取引

債　　券 デリバティブ取引

令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度
国 内 59,429 63,178 49,329 50,778 10,100 12,400 ― ― ― ―
国 外 3,000 2,500 ― ― 3,000 2,500 ― ― ― ―
地 域 別 合 計 62,429 65,678 49,329 50,778 13,100 14,900 ― ― ― ―
製 造 業 2,800 3,500 ― ― 2,800 3,500 ― ― ― ―
農 業、 林 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
漁 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
鉱業、採石業、砂利採取業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
建 設 業 100 100 ― ― 100 100 ― ― ― ―
電気・ガス・熱供給・水道業 1,700 3,000 ― ― 1,700 3,000 ― ― ― ―
情 報 通 信 業 200 200 ― ― 200 200 ― ― ― ―
運 輸 業、 郵 便 業 500 600 ― ― 500 600 ― ― ― ―
卸 売 業、 小 売 業 900 900 ― ― 900 900 ― ― ― ―
金 融 業、 保 険 業 6,400 6,100 ― ― 6,400 6,100 ― ― ― ―
不 動 産 業 500 500 ― ― 500 500 ― ― ― ―
物 品 賃 貸 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
学術研究、専門・技術サービス業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
宿 泊 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
飲 食 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
生活関連サービス業、娯楽業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
教 育、 学 習 支 援 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
医 療、 福 祉 10,499 11,661 10,499 11,661 ― ― ― ― 202 ―
そ の 他 の サ ー ビ ス 14,287 13,529 14,287 13,529 ― ― ― ― ― ―
そ の 他 の 産 業 4,577 5,993 4,577 5,993 ― ― ― ― ― ―
国 ・ 地 方 公 共 団 体 等 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
個 人 19,965 19,594 19,965 19,594 ― ― ― ― ― ―
そ の 他 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
業 種 別 合 計 62,429 65,678 49,329 50,778 13,100 14,900 ― ― ― ―
１ 年 以 下 39,466 41,625 39,266 41,325 200 300 ― ―
１ 年 超 ３ 年 以 下 3,978 4,855 2,278 2,355 1,700 2,500 ― ―
３ 年 超 ５ 年 以 下 4,256 3,121 1,856 1,821 2,400 1,300 ― ―
５ 年 超 ７ 年 以 下 1,835 1,819 1,235 1,019 600 800 ― ―
７ 年 超 10 年 以 下 1,899 1,864 1,099 1,064 800 800 ― ―
10 年 超 8,488 10,089 3,388 3,189 5,100 6,900 ― ―
期 間 の 定 め の な い も の 2,502 2,300 202 ― 2,300 2,300 ― ―
そ の 他 ― ― ― ― ― ― ― ―
残 存 期 間 別 合 計 62,429 65,678 49,329 50,778 13,100 14,900 ― ―

（注）1．「貸出金、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランス取引」とは、貸出金の期末残高の他、当座貸越等のコミットメントの与信相当額、デリバ
ティブ取引を除くオフ・バランス取引の与信相当額の合計額です。

2．「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3か月以上延滞している者に係るエクスポージャーのことです。
3．上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することや、業種区分に分類することが、困難なエクスポージャーです。
4．CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
5．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。
6．債券の残存期間は、早期償還条件付社債の早期償還日を考慮せず、債券の償還日を基準とした計数を記載しております。

●業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の額等	 （単位：百万円）

業　　　種　　　別

個別貸倒引当金
貸出金償却

期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他

令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度
製 造 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
農 業、 林 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
漁 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
鉱業、採石業、砂利採取業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
建 設 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
電気、ガス、熱供給、水道業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
情 報 通 信 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
運 輸 業、 郵 便 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
卸 売 業、 小 売 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
金 融 業、 保 険 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
不 動 産 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
物 品 賃 貸 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
学術研究、専門・技術サービス業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
宿 泊 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
飲 食 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
生活関連サービス業、娯楽業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
教 育、 学 習 支 援 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
医 療、 福 祉 ― ― 38 ― ― ― ― ― 38 ― ― 22
そ の 他 の サ ー ビ ス ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
そ の 他 の 産 業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
国 ・ 地 方 公 共 団 体 等 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
個 人 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
合 計 ― ― 38 ― ― ― ― ― 38 ― ― 22 

（注）1．当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。
2．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。
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経営管理体制
●リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等	 （単位：百万円）

告示で定めるリスク・ウェイト区分（％）
エクスポージャーの額

令和2年度 令和3年度
格付適用有り 格付適用無し 格付適用有り 格付適用無し

0　% ― 347 ― 76 
17.5　% 500 ― ― ―

20　% 3,204 23,237 3,195 25,673 
35　% ― 3,754 ― 3,355 
40　% ― ― 200 ―
50　% 5,100 300 7,211 298 
70　% 500 ― 1,616 ―
75　% ― 7,321 ― 8,108 

84.02　% 600 ― ― ―
95.37　% ― ― 600 ―

100　% 4,023 36,049 3,708 37,273 
120　% 1,802 ― 1,201 ―
150　% ― ― ― ―
250　% 2,705 ― 2,706 ―

合 計 18,435 71,009 20,439 74,783
（注）1．格付は、適格格付機関が付与しているものに限ります。

2．エクスポージャーは、信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。
3．コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー、CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。

	 証券化エクスポージャーに関する事項	

●オリジネーターの場合（信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項）

該当ありません

●投資家の場合
①保有する証券化エクスポージャーの額及び主な原資産の種類別の内訳	 （単位：百万円）

令和2年度 令和3年度
オンバランス取引 オフバランス取引 オンバランス取引 オフバランス取引

証 券 化 エ ク ス ポ ー ジ ャ ー の 額 5,305 ― 5,010 ―
（ⅰ）事 業 性 ロ ー ン 3,805 ― 4,010 ―
（ⅱ）不 動 産 ロ ー ン 1,100 ― 600 ―
（ⅲ） カ ー ド ロ ー ン 400 ― 400 ―

（注）再証券化エクスポージャーは保有しておりません。

②保有する証券化エクスポージャーの適切な数のリスク・ウェイトの区分ごとの残高及び所要自己資本の額等	 （単位：百万円）

告示で定める
リスク・ウェイト区分（％）

エクスポージャー残高 所要自己資本の額
令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度

オンバランス取引 オフバランス取引 オンバランス取引 オフバランス取引 オンバランス取引 オフバランス取引 オンバランス取引 オフバランス取引
15%未満 ― ― ― ― ― ― ― ―
50%未満 1,105 ― 605 ― 8 ― 4 ―

100%未満 2,700 ― 3,405 ― 66 ― 88 ―
250%未満 1,500 ― 1,000 ― 72 ― 48 ―

1250%未満 ― ― ― ― ― ― ― ―
1250% ― ― ― ― ― ― ― ―

（注）1．所要自己資本の額＝エクスポ－ジャー残高×リスク・ウェイト×4％
　　2．再証券化エクスポージャーは保有しておりません。

●出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額

該当ありません

●貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額

該当ありません

●貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額

該当ありません

	 出資等エクスポージャーに関する事項	

●貸借対照表計上額及び時価等	 （単位：百万円）

区　　　　　　　分 令和2年度 令和3年度
貸借対照表計上額 時　価 貸借対照表計上額 時　価

上 場 株 式 等 ― ― ― ―
非 上 場 株 式 等 181 181 181 181
合 計 181 181 181 181
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そ の 他 業 務
	 手数料一覧	 （令和4年7月1日現在）

種　　　　　　類 手数料

振
　
　
　
込

当組合	
本支店

自店宛 無　料
他店宛 無　料

＜窓口利用＞

他　行 電信扱
5万円未満 490 円
5万円以上 660 円

＜インターネットバンキング利用＞

他　行 電信扱
5万円未満 160 円
5万円以上 330 円

＜ATM利用＞

他　行 電信扱
5万円未満 160 円
5万円以上 330 円

そ
の
他

振込・送金・取立手形の組戻料 660 円
不渡手形返却料 660 円

融
　
資

条件変更 33,000 円
全額（または一部）繰上返済 33,000 円
全額（または一部）繰上返済　※定期積金満期金によるもの 無　料

種　　　　　　類 料　　金
当座預金 小切手帳 1冊（50枚） 2,200 円

約束手形帳 1冊（20枚） 1,320 円
自己宛小切手発行 880 円
通帳・証書再発行 1,100 円
キャッシュカード再発行 1,100 円
証明書発行手数料 残高証明書 1通 770 円

融資証明書 1通 770 円
その他証明書 1通 770 円

（上記の手数料には消費税を含んでいます）

	 内国為替取扱実績	 （単位：百万円）

区　　　　分
令和2年度 令和3年度

件　数 金　額 件　数 金　額

送金・振込
他の金融機関向け 32,912 56,767 34,170 57,101

他の金融機関から 29,063 40,685 31,315 45,589

代 金 取 立
他の金融機関向け ― ― ― ―
他の金融機関から ― ― ― ―

証　券　業　務
	 公共債引受額	

取扱いなし

	 公共債窓販実績	

取扱いなし

■アンケート調査の目的
　お客様の当組合に対するニーズやご意見を調査させていただくために、平
成17年度より「顧客満足度アンケート」調査を毎年実施しております。
■調査の方法
●実施期間　令和4年2月1日~2月25日
●調 査 先　当組合総代155名
●回 答 者　149名（回答率96.13％）

●当組合をいつお知りになりましたか?
1.開業してから 107 名 71.8%
2.勤務医時代から 23 名 15.4%
3.地区医師会理事に就任してから 15 名 10.1%
4.総代に就任してから 1 名 0.7%
5.その他 0 名 0.0%

●総代の役割とはどのようにお考えですか?（複数回答可）
1.地区医師会から選出された組合員の代表として、 105 名 70.5%
総代会に出席し、信用組合に意見を伝える

2.総代会に出席し、議案を審議する 87 名 58.4%
3.ディスクロージャー誌により信用組合の経営内容を
把握する 58 名 38.9%

4.わからない 12 名 8.1%
5.その他 1 名 0.7%

●総代にできることはどのようなことだと思いますか?（複数回答可）
1.組合員の加入を勧める 102 名 68.5%
2.融資を受けるなら、他金融機関より“いししん”で受ける 75 名 50.3%
3.組合員に“いししん”の預金やローンを勧める 70 名 47.0%
4.預金を預けるなら、他金融機関より“いししん”に預ける 39 名 26.2%
5.わからない 17 名 11.4%
6.その他 1 名 0.7%

●金融機関を選ぶ際にどこに着目されますか?（複数回答可）
1.経営内容の良さ 110 名 73.8%
2.ローン金利が低い 99 名 66.4%
3.預金金利が高い 58 名 38.9%
4.営業担当者が訪問してくれる 47 名 31.5%
5.窓口担当者、営業担当者の印象や雰囲気 38 名 25.5%
6.その他 8 名 5.4%

●いししんを利用したことがありますか?
1.ある 117 名 78.5%
2.ない 26 名 17.4%

●あると回答された方にお聞きします。何を利用されましたか?（複数回答可）
1.医師会費・医師国保保険料等の銀行口座から自動引き落し 92 名 61.7%
2.預金（定期預金・定期積金など） 70 名 47.0%
3.融資 63 名 42.3%
4.インターネットバンキング 14 名 9.4%
5.FAXによる振込依頼 10 名 6.7%
6.他の金融機関、コンビニでのATM利用 5 名 3.4%
7.両替 5 名 3.4%
8.その他 2 名 1.3%

●関心を持っておられることはございませんか?（複数回答可）
1.事業運営 66 名 44.3%
2.事業承継 54 名 36.2%
3.節税対策 46 名 30.9%
4.相続対策 41 名 27.5%
5.コロナに関する資金対策 14 名 9.4%
6.その他 2 名 1.3%

	 顧客満足度アンケート調査結果報告	
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	 経営改善支援等の取組み実績	 （単位：先数、％）

期初債務者数　（Ａ）
経営改善

支援取組み率

（α/Ａ）

ランクアップ
率

（β/α）

再生計画
策定率

（δ/α）

うち経営改善支援取組み先　（α）

αのうち期末に債務
者区分がランクアッ
プした先数　（β）

αのうち期末に債務
者区分が変化しな
かった先　（γ）

αのうち再生計画を
策定した先数　（δ）

11 0 0 0 0 0 0 0

（注）1．本表の「債務者数」、「先数」は、正常先を除く計数です。
2．期初債務者数は令和3年4月当初の債務者数です。
3．債務者数、経営改善支援取組み先数は、取引先企業（個人事業主を含む。）であり、個人ローン、住宅ローンのみの先は含んでおりません。
4．「α（アルファ）のうち期末に債務者区分がランクアップした先数β（ベータ）」は、当期末の債務者区分が期初よりランクアップした先です。なお、経営改善
支援取組み先で期中に完済した債務者はαには含みますがβには含んでおりません。
5．「αのうち期末に債務者区分が変化しなかった先γ（ガンマ）」は、期末の債務者区分が期初と変化しなかった先です。
6．「αのうち再生計画を策定した先数δ（デルタ）」は、αのうち中小企業再生支援協議会の再生計画策定先、RCCの支援決定先、当組合独自の再生計画策定
先の合計先数です。
7．期中に新たに取引を開始した取引先は、本表に含みません。

中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組み状況

	 中小企業の経営支援に関する態勢整備の状況	

　お客様からの貸付条件の変更等に関するお申込み・ご相談は、本店融資課が承ります。
　当組合は、お客様からの貸付条件の変更等に関するお申込み・ご相談に対し、迅速かつ誠実な対応に努めるとともに、お客様とのこれまでの取引関係やお客
様の理解、経験、資産の状況等に応じた適切かつ丁寧な説明に努めてまいります。
　当組合は、お客様の実態を十分に踏まえ、迅速な対応に向け貸付条件変更等に関する情報を集約し、貸付条件の変更等の適否を審査すると共に、その内容
を記録、保存いたします。
　当組合は、貸付条件の変更を行っているお客様に対して、継続的なモニタリングを通して経営改善支援に努めてまいります。

	 中小企業の経営支援に関する取り組み状況	

　当組合は、お客様から貸付に係るお申込みやご相談について、医師専門の金融機関としての特性を生かし、融資案件に取り組んでおります。
　また、貸付条件の変更等についてお申込みやご相談があった場合には、真摯な対応に努めてまいります。
●創業・新規事業開拓の支援
　創業・新規事業や診療所継承への支援を目的とした商品の「新規開業ローン」及び「診療所継承ローン」を積極的に推進した結果、令和3年度は無担保型
ローンを含め13件　8億8,000万円を実行しました。今後においても、創業・新規事業の資金需要に対して、積極的に取り組んでまいります。
●成長段階における支援
　診療所移転及び駐車場用地購入やテナントの買取など医業拡大を目的とした商品の「診療所ステップアップローン」を積極的に推進した結果、令和3年度は
無担保型を含め36件　20億7,120万円を実行しました。
●新型コロナウイルス感染症拡大に伴う資金繰り支援
　新型コロナウイルス感染拡大による一時的な業績悪化から、資金繰りに支障をきたしているお客様に対し、令和2年3月より支援融資制度を実施した結果、令
和3年度は17件　2億3,650万円を実行しました。
　（融資限度額3,000万円　利率　固定金利 年1％　借入期間7年（据置期間2年） 無担保）

	 「経営者保証に関するガイドライン」への対応	

　 当組合では、「経営者保証に関するガイドライン」の趣旨や内容を十分に踏まえ、お客様からお借り入れや保証債務整理の相談を受けた際に真摯に対応する
態勢を整備しています。経営者保証の必要性については、お客さまとの丁寧な対話により、法人と経営者の関係性や財務状況等の状況を把握し、同ガイドライン
の記載内容を踏まえて十分に検討するなど、適切な対応に努めています。また、どのような改善を図れば経営者保証の解除の可能性が高まるかなどを具体的に説
明し、経営改善指導を行っています。なお、令和3年度の取り組み事例はありませんでした。
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地域貢献（信用組合の社会的責任（CSR）に関する事項等）
	 地域に貢献する信用組合の経営姿勢	

　大阪府医師信用組合では、相互扶助の精神に基づき、組合員の金融の円滑化を通じて医業に貢献するとともに、医療界の健全な発展に寄与し、地域の方々
が安心して暮らせる環境づくりに貢献してまいります。

	 預金を通じた地域貢献	

　お客様からお預かりした預金積金は、地域医療の活性化に役立てるため、円滑な資金供給を行っております。また、お客様の様々なニーズにできる限りお応えす
るため、きめ細かなサービスの提供に努めております。

	 融資を通じた地域貢献	

　当組合は、医療施設等の新規開設や施設の増改築、あるいは医療機器をはじめとする医療施設の整備・拡張など、地域医療や介護福祉事業の発展に向けた
取組みに貢献するため、積極的な融資事業を展開してまいります。

	 取引先への支援状況等	

　当組合は、取引先から貸付に係るご相談については、医師専門の金融機関としての特性を活かし、積極的な視点に取り組み、真摯に対応してまいります。

	 文化的・社会的貢献に関する活動	

1．「しんくみの日週間」の9月に、毎年「献血運動」に協力しております。
2．ホームページにて各種情報を提供しております。
　　　ホームページアドレス　　https://www.odcu.co.jp

地域密着型金融の取組み状況
　大阪府医師信用組合では、地域密着型金融の取組みとして、「金融面を通じて医療業界、また地域医療の発展に資すること」を目的に、低利かつ長期のローン
を、より多くの先生方にご利用いただける様、いししんニュース、府医ニュース、医師協Times、地区医師会会報、ホームページ、いししんガイド、ミニディスクロー
ジャー誌等の各種媒体に広告を掲載し、積極的にPRを行っております。
　今後もより多くの先生方にご利用いただける様に、PR活動を積極的に行い、組合員への円滑な金融仲介機能を果たしてまいります。

	 地域サービスの充実	

1．視覚障がい者対応ATMの設置
平成23年3月、本店に視覚障がい者対応のハンドセットATMを設置しております。また、全国の信用組合、都市銀行、地方銀行、ゆうちょ銀行、農協、イオン銀
行のCD・ATMからのお支払いも可能です。

2．情報提供活動
①組合員向け「いししんニュース」を年2回発行しています。
②ホームページを開設し、各種情報を提供しています。

3．インターネットバンキングサービスの提供
お手持ちのパソコンやスマートフォンでの残高照会や振込・振替のお取引ができるサービスを提供しています。
※このサービスをご利用いただくためには、あらかじめ「いししんのインターネットバンキングサービス」のお申し込みが必要となります。

4．苦情・要望相談窓口の設置
当組合では、お客様からのご相談・苦情等にお応えするため本店総務課において、いつでも受付できる態勢を整えておりますので、お電話もしくはご来訪くださ
い。

5．新型コロナウイルスへの対応
新型コロナウイルスの収束が見えない状況が続いています。当組合も感染防止・予防のさまざまな取り組みを実施するとともに、支援融資を積極的に行うこと
で、医師の皆さまの経営を支援してまいります。

大阪府医師信用組合の動画のご案内
　当組合の設立経緯、経営理念等が動画で紹介されています。
　　　YouTube TIMELINE 「まけたらあかん」医師と共に歩む意地　危機乗り越えるドクターズバンク

	 地域活性化につながる多様なサービスの提供	

●地域貢献に資する融資商品の提供
①新規開業をご検討されているお客様 最大2億円、最長35年の借入が可能な「新規開業ローン」をご用意しております。
②継承（親子間・第三者）をご検討されているお客様 最大3億円、最長35年の借入が可能な「診療所継承ローン」をご用意しております。
③事業拡大をご検討されているお客様 最大3億円、最長35年の借入が可能な「診療所ステップアップローン」をご用意しております。
④無担保での事業性資金をご検討されているお客様  最大5,000万円、最長20年の借入が可能な「新規開業ローン」「診療所継承ローン」「診療所ステップ

アップローン」をご用意しております。
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索 引 各開示項目は、下記のページに記載しております。なお、＊印は「協金法第6条で準用する銀行法第21条」「金融再生法」に基づく開示項目、＊＊印は「監督指針の要請」に基づ
く開示項目、無印は任意開示項目です。

■ ご　あ　い　さ　つ ･･････････････2

【概況･組織】

1. 事 業 方 針･･････････････3

2. 事 業 の 組 織 ＊･･････････････2

3. 役員一覧（理事及び監事の氏名･役職名）＊･･････････････2

4. 会計監査人の氏名又は名称＊･･･････該当なし

5. 店舗一覧表（事務所の名称･所在地）＊･･････････････3

6. 自 動 機 器 設 置 状 況･･････････････3

7. 地 区 一 覧･･････････････3

8. 組 合 員 数 の 推 移･･････････････4

9. 子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるもの･････12

【主要事業内容】

10. 主 要 な 事 業 の 内 容 ＊･････････････26

11. 信 用 組 合 の 代 理 業 者 ＊･･･････該当なし

【業務に関する事項】

12. 事 業 の 概 況 ＊･･････････････3

13. 経 常 収 益 ＊･････････････10

14. 経 常 利 益（ 損 失 ）＊･････････････10

15. 当 期 純 利 益（ 損 失 ）＊･････････････10

16. 出資総額、出資総口数＊･････････････10

17. 純 資 産 額 ＊･････････････10

18. 総 資 産 額 ＊･････････････10

19. 預 金 積 金 残 高 ＊･････････････10

20. 貸 出 金 残 高 ＊･････････････10

21. 有 価 証 券 残 高 ＊･････････････10

22. 自 己 資 本 比 率（ 単 体 ）＊･････････････10

23. 出 資 に 対 す る 配 当 金 ＊･････････････10

24. 職 員 数 ＊･････････････10

【主要業務に関する指標】

25. 業務粗利益及び業務粗利益率＊･････････････10

26. 資金運用収支、役務取引等収支及びその他の業務収支＊･･････10

27. 資金運用勘定･資金調達勘定の平均残高、利息、利回り＊････10

28. 受取利息、支払利息の増減＊･････････････11

29. 役 務 取 引 の 状 況･････････････11

30. そ の 他 業 務 収 益 の 内 訳･････････････11

31. 経 費 の 内 訳･････････････11

32. 総 資 産 経 常 利 益 率 ＊･････････････10

33. 総 資 産 当 期 純 利 益 率 ＊･････････････10

【預金に関する指標】

34. 預 金 種 目 別 平 均 残 高 ＊･････････････13

35. 預 金 者 別 預 金 残 高･････････････13

36. 財 形 貯 蓄 残 高･････････････13

37. 職 員 1 人 当 り 預 金 残 高･････････････11

38. 1 店 舗 当 り 預 金 残 高･････････････11

39. 定 期 預 金 種 類 別 残 高 ＊･････････････13

【貸出金等に関する指標】

40. 貸出金種類別平均残高＊･････････････13

41. 担保種類別貸出金残高及び債務保証見返額＊･････････････14

42. 貸出金金利区分別残高＊･････････････14

43. 貸 出 金 使 途 別 残 高 ＊･････････････14

44. 貸出金業種別残高・構成比＊･････････････14

45. 預貸率（期末・期中平均）＊･････････････11

46. 消費者ローン・住宅ローン残高･････････････14

47. 代 理 貸 付 残 高 の 内 訳･････････････11

48. 職員 1人当り貸出金残高･････････････11

49. 1 店 舗 当 り 貸 出 金 残 高･････････････11

【有価証券に関する指標】

50. 商品有価証券の種類別平均残高＊･････取扱いなし

51. 有価証券種類別平均残高＊･････････････13

52. 有価証券種類別残存期間別残高＊･････････････13

53. 預証率（期末・期中平均）＊･････････････11

【経営管理体制に関する事項】

54. 法令等遵守（コンプライアンス）体制＊･････････････16

55. リ ス ク 管 理 体 制 ＊･････････････16

56. 苦情処理措置及び紛争解決措置の内容＊･････････････16

【財産の状況】

57. 貸借対照表、損益計算書、剰余金処分計算書＊････････････6.9

58. リスク管理債権及び同債権に対する保全額＊･････････････15

59. 金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額＊･････････････15

60. 自己資本の充実の状況＊･･････････17.18

61. 自己資本の構成に関する事項･････････････19

62. 自己資本の充実度に関する事項･････････････20

63. 信用リスクに関する事項等･････････21.22

64. 証券化エクスポージャーに関する事項･････････････22

65. 出資等エクスポージャーに関する事項･････････････22

66. 有価証券の時価等情報・金銭の信託＊･････････････12

67. 外 貨 建 資 産 残 高･････取扱いなし

68. オフバランス取引の状況･････取扱いなし

69. 先 物 取 引 の 時 価 情 報･････取扱いなし

70. オプション取引の時価情報･････取扱いなし

71. 貸倒引当金（期末残高･期中増減額）＊･････････････14

72. 貸 出 金 償 却 額 ＊･････････････14

73. 財務諸表の適正性及び内部監査の有効性＊＊･･････････････9

74. 会計監査人による監査＊･･････････････9

【その他の業務】

75. 内 国 為 替 取 扱 実 績･････････････23

76. 外 国 為 替 取 扱 実 績･････取扱いなし

77. 公 共 債 窓 販 実 績･････取扱いなし

78. 公 共 債 引 受 額･････取扱いなし

79. 手 数 料 一 覧･････････････23

【その他】

80. ト ピ ッ ク ス･･････････････3

81. 顧客満足度アンケート結果報告･････････････23

82. 当 組 合 の あ ゆ み（ 沿 革 ）･･････････････2

83. 継続企業の前提の重要な疑義＊･･･････該当なし

84. 総 代 会 に つ い て ＊＊････････････4.5

85. 役 員 等 の 報 酬 体 系 ＊＊･････････････11

86. 賃貸等不動産の状況に関する事項･････････････12

【地域貢献に関する事項】

87. 中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組み状況＊･･24

88.「経営者保証に関するガイドライン」への対応＊＊･･24

89. 地域貢献（信用組合の社会的責任（CSR）に関する事項等）＊＊･･25

90. 地域密着型金融の取組み状況＊＊･････････････25

91. 大阪府医師信用組合の動画のご案内････････････25

索引 ･････････････26

■主要な事業の内容

A．預金業務
　当座預金、普通預金、貯蓄預金、定期預金、定期積金、積立定期預

金、納税準備預金等を取扱っております。

B．貸出業務
（イ）貸　付

　手形貸付、証書貸付及び当座貸越を取扱っております。

（ロ）手形の割引

C．有価証券投資業務
預金の支払準備及び資金運用のため、国債、地方債、社債、その他の

証券に投資しております。

D．内国為替業務
送金為替等を取扱っております。

E．附帯業務
（イ）債務の保証業務

（ロ）代理業務

　全国信用協同組合連合会、株式会社商工組合中央金庫、独立行

政法人福祉医療機構、独立行政法人中小企業基盤整備機構等の

代理貸付業務を取り扱っております。

F．その他サービス業務
（イ）	日本医師会、大阪府医師会、郡市区等医師会などの関連諸団体

の諸会費の引去り業務を行っています。

（ロ）	当組合のキャッシュカードにより全国の提携金融機関（ゆう

ちょ銀行、セブン銀行、イオン銀行も含む）のCD・ATMで、現金

の引出し・預入れ、残高照会ができます。

（ハ）	インターネットバンキングサービス（パソコン・スマートフォ

ンから残高照会やお振込みなどのサービスをご利用いただけ

ます。）
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本　　店　〠543-0011�大阪市天王寺区清水谷町19番14号
� ℡大阪（06）6762－7381（代表）

融資お問い合わせ専用番号℡0120－947－604
堺出張所　〠590-0953�堺市堺区甲斐町東3丁2番26号

（堺市医師会館内）
� ℡堺（072）221－6456（代表）
ホームページ　https://www.odcu.co.jp/


